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概要書 
 
近年の消費者ニーズの多様化、情報技術の高度化、新興国の台頭、競争のグローバル化
など、企業を取り巻く環境は厳しさを増している。競争優位を確保するための手段として
ブランドに対する期待は一層高まっている。しかし、新たなブランドを構築するコストは
年々高騰し、成功確率が低下している。そのような中、ブランド提携に対する注目が高ま
っているという。（Aaker and Joachimsthaler, 2000; Keller, 2003）。 
ビジネスの世界において注目され、多くの企業がブランド提携を行うなか、アカデミッ
クの世界でも研究テーマとしてのブランド提携に注目があつまり、多くの研究者がブラン
ド提携という切り口から企業活動の研究し理論の確立を試みている。 
ブランド提携の研究は、これまでの企業間提携およびブランド研究の領域を超えた視点
で数多くの研究が行なわれてきているため未だ確立された定義が存在せず、研究者の学問
領域によりブランド提携をさす範囲、内容に差異が大きいこと、さらに呼称すらも研究者
間で違いがある。そのような状況下、本研究はブランド提携の研究の全体像を俯瞰するこ
とが現状なされていないことに問題意識を感じるところからスタートした。 
本研究ではブランド提携の全体像を明らかにするための切り口を、１）ブランド提携を
通じ創造される価値、２）ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因、３）ブランド提携に
より価値を創造するためのマネジメントのあり方と定めている。 
第 1章では、ブランド提携の定義に関する研究者の相違を確認したうえで、第 2章では
まずブランド提携を通じ創造される価値に焦点をあて、ブランド提携の長所、短所の整理
にはじまり、ブランド提携の効果、消費者の行動に及ぼす影響を整理した。ブランド提携
を通じ創造される価値は、企業間提携研究により既に導きだされている要素とブランド理
論におけるブランド拡張の考え方が反映されていることが明らかになっている。 
ブランド提携を通じ生み出される価値の輪郭が見えてきたことを持ち、第 3章において
は生み出される価値に影響を及ぼす要因とその影響を実証的な研究を確認することでブラ
ンド提携による価値創造理論の探求を試みた。 
第 4章は、ブランド提携により創造される価値について業界という区分で研究を確認し
ている。これまで様々な研究基盤を元に行なわれていたブランド提携研究にブランド提携
を基盤として異なる業界研究を集約する試みは過去に無い切り口であり、この試みにより
統合的なブランド提携理論の糸口を見出すことを期待した。取り上げた業界は、航空業界、
外食業を主としてサービス業界、BtoB分野、インターネットの領域、スポーツビジネス、
非営利組織である。 
最後、第 5章ではブランド提携におけるマネジメントに焦点をあて既存研究を確認して
いる。ブランド提携に至る意思決定モデルの他、地理、文化の違いによるマネジメント、
グローバル企業がローカルマーケットに参入する際のブランド提携マネジメントおよびリ
スクマネジメントについてもブランド提携を切り口に取り上げている。 
以上、本研究はこれまで各研究領域ごとに研究が展開されてきていたブランド提携研究
を、創造される価値、影響要因、マネジメントの観点から整理統合しブランド提携研究の
全体像を明らかにすることを試みることになる。ブランド提携を基軸にし各研究を整理は
これまでに無い試みであり、今後のブランド研究の発展の一助となる結果を期待した。 
しかし、ブランド提携という概念が現状において幅広く、それゆえ全体を俯瞰し整理し
ていくことを目的にすると確認対象範囲を広く取らざるを得ない結果となった。そのため、
個々の重要テーマについての深堀、および周辺研究分野との関係性を明らかにすることが
不十分となっている。また、全体の切り口を 3つに分け、さらに業界という切り口を加え
章立てを行っているが、現在における多くのブランド提携研究が今回の 3つの切り口を横
断的取り扱っているため、結果として研究を厳密に区分がされず、ブランド提携の独自領
域の確立に至っていない。それでもブランド提携に基軸を置き研究を整理したことで、ブ
ランド提携の研究が、企業間提携研究およびブランド研究の領域と極めて密接な関係にあ
ることは明確になっている。 
今後、ブランド提携の独自研究領域、理論を確立するためには企業間提携、ブランドと
いったブランド提携に強く影響を及ぼしている研究領域を深堀し関係性を追究した研究が
必要になるといえる。 
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はじめに 
 
近年、消費者ニーズの多様化、情報技術の高度化、新興国の台頭、競争のグローバル化
など、企業を取り巻く環境は厳しさを増している。競争優位を確保するための手段として
ブランドに対する期待は一層高まっている。しかし、新たなブランドを構築するコストは
年々高騰し、成功確率が低下している。そのような中、ブランド提携に対する注目が高ま
っている（Aaker and Joachimsthaler, 2000; Keller, 2003）。 
実際にこの 10 年、ブランド提携に関してビジネス、アカデミック双方において関心が
高まってきていることがわかる。 
ビジネスの世界では、ブランド提携への取り組みが活発になってきている。消費財メー
カーのみならず、サービス業、小売業、さらには非営利団体などにおいても既存ブランド
を活かした新たな試みとして、これまでの提携からブランド価値向上による成長を目的と
したブランド提携が多く見られる。 
実際、国内の代表的なマーケティング紙である『日経 MJ』においても、リーマンショ
ック以降の景気停滞の影響を受け 2009 年、2010 年と減少傾向が見られるものの、2001
年以降毎年 200件前後ブランド提携を取り扱った記事が掲載されている（図 0－1）。 
 
図 0-1 日経MJにおける「ブランド提携」に関する記事数の推移（単位：本） 
 
出所：筆者作成（日経テレコンを用い「ブランド提携」をキーワードにした検索結果） 
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ブランド提携への注目の高まりは、ビジネス領域のみならずアカデミックの世界でも生
じている。実際、2000年以降におけるブランド提携を扱った研究本数が増加傾向にあるこ
とが確認されている。 
 
図 0-2 ブランド提携をキーワードにした研究論文本数の推移（単位：本） 
 
出所：筆者作成（Scopus を用いて「Brand Alliance」をキーワードに検索した検索結果） 
 
そこで本研究は、ビジネスおよびアカデミック双方において注目されるテーマとなっ
ているブランド提携に対する概念的な研究と実証的な研究とを振り返り、ブランド提携の
全体像を明らかにすることを目的にする。その際、ブランド提携を通じ創造される価値に
注目し、ブランド提携により創造される価値、価値に及ぼす影響要因、価値を創造するた
めのマネジメントの 3つを切り口にし研究を進める。加えて、創造される価値と影響要因
について業界ごとの差異を探求するために業界ごとの研究にも注目し論を展開する。 
本研究の対象範囲は上記の通りであるが、その対象範囲に深みをもたらすような理論的
背景についても既存研究を整理することを通じて明らかにしたい。ブランド提携研究に利
用される理論は、企業間提携研究領域もしくはブランド研究領域とどのように異なるのか、
もしくは共通性があるのか。また、今後のブランド提携研究において主流となり得る理論
は何か、独自研究領域および理論の確立は可能か。このような問題についても、本稿では
追求していく。 
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第１章 ブランド提携の定義と研究概観 
 
今日の激しいブランド間競争環境において、ブランド・エクイティ構築の手段としてブ
ランド提携への関心が高まり、ブランド提携は、競争力維持、獲得の為のひとつの手段と
して多くの企業が取り組んでいる。消費者の志向の変化スピード、企業間の競争の激化に
より新製品の失敗確率は年々高まり、ブランドア提携に対する期待は高まり、ブランド提
携の実例はSpethman and Benezra(1994)の試算によると、年間20～40％の間で年々増え
ているという。 
学術的にも 2000 年以降、多くの研究者がブランド提携を様々な視点から研究を行なっ
ているのは前述の通りである。 
本章では、まずブランド提携の定義とブランド提携研究の概観を確認する。 
 
第１節 ブランド提携の定義 
 
 ブランド提携の研究は、今日的な研究領域となり多くの研究者により行われているため、
その定義は決して固定的ではなく、研究者によって微妙に違いがみられる。研究者による
定義の違いを確認した上で、一般的とされる定義について確認する。 
 
１． 研究者による定義の違い 
ブランド提携の定義について、Park et al.(1999)や Keller and Sood(2003)は「既存のブ
ランド・ネームを組み合わせ、合成した新たな名称を用いて新たな製品を創りだすこと」
と定義し、既存のブランドを組み合わせ「新たな名称」を用い「新たな製品」を創りだす
ことをブランド提携の定義にいれている。 
一方で、Kotler et al.(1999)や Berkowitz(1994)は、「異なる組織の確立されたブランド・
ネームを同一製品に用いること」と定義し、既存のブランド・ネームを同一製品に使うこ
とを定義に入れ、「新たな名称」、「新たな製品」を含めていない。 
上記２つの定義は企業間提携の特性に着目し、幅広く提携が包括する共同活動に適用で
きる定義となっている。 
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Kapferer(1999)は、「２つの異なる組織が保有するブランド・ネームを組み合わせ、共
同でマーケティング活動を行うこと」とし共同でマーケティング活動を行うことを重視し
ている。 
Collomp(1995)もブランド提携を「マーケティングの運営領域における共同活動」とし
ているが、その意図するところが、Kapferer(1999)と異なり、ブランド提携は単に広告や
販促の協定に過ぎないとしている。反対に Visser(1998)は、ブランド提携は、広告や販促に
おける連携といったレベルよりも深いものであるとし、競合する企業同士であってもジョ
イント・ベンチャーによる生産や商業活動を具体化することもできるとしている。 
Visser(1999)と同様に Lafferty, Goldsmith, and Huit(2004)もブランド提携を企業間提携
レベルでとらえ「２つの組織が同一の目的を追求すること」と定義している。Lafferty, 
Goldsmith, and Huit(2004)の定義は、ブランド提携を、異なる組織同士がパートナーシッ
プを結び、参画する組織を象徴するものとしてブランドを用いているにすぎないという考
えに基づいているといえる。 
 
図表 1 研究者による定義の違い 
 
出所：筆者作成 
 
２．  一般的な定義 
ブランド提携の定義は研究者により差異が認められるが、「短期もしくは長期における
研究者 定義
Park et al.(1999)、
Keller and Sood(2003)
既存のブランド・ネームを組み合わせ、合成した
新たな名称を用いて新たな製品を創りだすこと
Kotler et al(1999)、
Berkowitz(1994)
異なる組織の確立されたブランド・ネームを
同一製品に用いること
Kapferer(1999)
２つの異なる組織が保有するブランド・ネームを
組み合わせ、共同でマーケティング活動を行うこと
Collomp(1995) マーケティングの運営領域における共同活動
Lafferty , Goldsmith,
and Huit(2004)
２つの組織が同一の目的を追求すること
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２つ以上の既存ブランド（具体的なブランド商品、もしくは象徴的なブランド名、ロゴ、
その他ブランド資産）が何らかの形で１つの製品に結合されたり、共同でマーケティング
を行うこと」という定義が一般的にとなっているという(Rao and Ruekert, 1994; Rao et 
al., 1999; Simonin and Ruth, 1998)。この定義は、ブランドに焦点をあて製品の場合もマ
ーケティング活動のみであっても、同一組織内での活動も包括しているものとなっている。 
 また、抱き合わせ販売や、協同販促も、複数のブランドが連携しマーケティングを行っ
ているが、ブランド提携に含まないものと考えることが一般的となっているという
(Leuthesser et al., 2003; Hadjicharalambous, 2006)。 
呼称については、研究者によりブランド提携（Brand Alliance）と称する場合や、コ・
ブランディング（Co-Branding）、ジョイント・ブランディング（Joint Branding）など異
なる呼称が用いられる場合があるが、いずれも定義するところは同一のものとなっている
（Abratt and Motlana, 2002)。 
 
３． 本研究での定義と呼称 
本研究では、ブランド提携の定義を「短期もしくは長期における２つ以上の既存ブラン
ド（具体的なブランド商品、もしくは象徴的なブランド名、ロゴ、その他ブランド資産）
が何らかの形で１つの製品に結合させたり、共同でマーケティングを行うこと」ととらえ、
呼称について原文においての表現が異なる場合においても「ブランド提携」に統一し、ブ
ランド提携により創りだされる新たなブランドを「提携ブランド」と記述するものとする。 
 
第２節 ブランド提携研究の概観 
 
１． ブランド提携研究の範囲 
2000年以降、ブランド提携がアカデミック分野で注目をされるようになっているが、提
携というビジネス手法自体に目新しさはなく多くの研究が行われている。 
Kim(1994)は、1961年にベティ・クロッカー社がサンキスト・グロワーズ社と手を組み、
レモン・シフォンケーキ・ミックスのマーケティングに成功した事例を取り上げている。 
Raphel(1994)は、1980年代、銀行業界において他行との差別化の為に Visa、MasterCard
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といったクレジットカード会社と提携し、クレジット機能を付加し、銀行、クレジットカ
ード会社双方のブランド・ロゴを記載した銀行カードを発行したところ大きな成功を収め、
その後、AT&T（通信）、General Motors（自動車）、Ford（自動車）、General Electric
（総合電機）といった企業でも広く展開されるようになったことを取り上げている。 
近年においては、航空業界、外食業界やホテル・レジャー業界等のサービス産業、百貨
店、コンビニエンスストア、ディスカウントストアやガソリンスタンドなどの小売業界な
ど様々な業種、業界において提携戦略が用いられるようになり、また営利組織のみならず、
非営利組織における提携も注目されている。 
ビジネスの世界では様々な形式で企業同士がパートナーシップを結び、総称として提携
とされ、多岐にわたる研究がなされてきている。研究を通じ、企業間提携は価値を生み出
し、そして競争力を高めることが明らかになっている。これは、提携レバレッジにより、
経済規模の拡大、市場と技術へのアクセス範囲拡大、商品開発の改善、ナレッジの増加を
もたらすとすることが一般的な認識となっているからである。一方、ブランド提携研究は
「いつ、どのように提携することが最も価値を生み出すか」を探求するものが多いという
(cf. Keller, 2003; Kirmani& Rao, 2000)。 
 
２． ブランド提携研究手法 
ブランド提携は様々なアプローチから研究されている。Simoni and Ruth(1998)は情報
統合アプローチを取り、Samu et al.(1999)やWashburn et al.(2004)は記憶連想ネットワー
クの視点から、Levin and Levin(2000)はコンテキスト効果の視点、Rao and Ruekert(1994)、
Rao et al.(1999)はシグナルアプローチを取っている。 
ブランド提携は様々なアプローチから研究されているが、Rao et al.(1999)が取っている
シグナルアプローチがこれまでの研究でもっとも広く使われている手法という。 
 
３． ブランド研究とブランド提携研究の関係性 
ブランド提携の研究は、ブランド研究により導き出せされている理論をベースに研究さ
れることが多い。そのため、ブランド提携はブランド拡張の一種としてとられ、多くの研
究においてブランド拡張で確立した理論をブランド提携研究に適応することが一般的にな
っている（図 1-1）。 
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図 １-1 ブランド提携の性質 
 
出所：Lee and Decker(2008),p4 
 
James(2006)は Aaker and Keller(1990)のブランド拡張の理論がブランド提携にも適合
できるかを、実在する 11 のブランドを用いて 8 つの仮想提携を創り、260 人にアンケー
ト調査を行い結果を統計的に分析し明らかにしている。 
James(2006)の研究結果からブランド拡張要素は提携にも適応され、基本的なブランド
拡張のフレームワークは、ブランド提携にも適合できることを明らかにしている（図 1-2）。
特にブランド・フィットの役割が、ブランド提携では重要であるとしている。 
 
図 １-2 ブランド提携コンセプトモデル 
 
出所：James(2006),p.16 
ブランドA ブランドB
提携ブランドAB
（新しいブランド提携商品の展開）
ブランド拡張 ブランド拡張
単独展開の困
難性
ブランド提携への態度
ブランド・
フィット
提携品質
購買意向
元ブランドの
品質
影響
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４． 研究概観 
ブランド提携の研究は、これまでの企業間提携およびブランド研究の領域を超えた視点
で数多くの研究が行なわれてきているため未だ確立された定義が存在せず、研究者の学問
領域によりブランド提携をさす範囲、内容に差異が大きいこと、さらに呼称すらも研究者
間で違いがある。そのような状況下、ブランド提携研究の全体像を明らかにする必要性が
研究のスタートとなっている。 
本研究ではブランド提携の全体像を明らかにするための切り口を、 
 
１）ブランド提携を通じ創造される価値 
２）ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因 
３）ブランド提携により価値を創造するためのマネジメントのあり方 
 
と定め既存研究を整理し企業間提携研究およびブランド研究とは別のブランド提携研究独
自領域の確立を目的とする。さらに上記 3つの切り口に加え、業界という軸でブランド提
携研究を整理し横断的なブランド提携の理論構築の切り口を見出す。 
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第２章 ブランド提携により創造される価値 
  
ブランド提携の定義が画一的ではなく、研究者により差異があることが確認できた。次
に本章にてブランド提携により創造される価値について整理したい。 
ブランド提携により創造される価値、効果とは何であるのか、ブランド提携は本当に効
果がある手段であるのか。多くの研究者がこの問いに答えるべく様々な角度から研究を行
なっている。 
 
第１節 ブランド提携の長所・短所 
 
Lebar, et al.(2005)はブランド提携の長所を以下のように述べている。 
「ブランド提携は、キャンペーンに複数のブランドが参加する効果で、製品にユニーク
かつ説得力のあるポジショニングができることである。ブランド提携はブランドに、それ
をしなかった場合よりも説得力のある差別化ポイントや類似化ポイントを創りだすことが
出来る。その結果、ブランド提携によって、既存の標的市場の売上を増大させ、新しい消
費者やチャネルを獲得するチャンスが増やせる。ブランド提携は２つのすでによく知られ
たブランド・イメージを結びつけるので、製品導入にかかるコストを減らすことができ、
製品採用の可能性が高まる。 
またブランド提携は消費者に対する理解を深めるとともに、パートナー企業が消費者に
対し、どうようにアプローチしているかについて理解を深める貴重な手段である。あまり
差別化されていないカテゴリーでは特に、ブランド提携は独特の製品を生み出す重要な手
段となる。」 
 一方、ブランド提携の潜在的な短所については、Votolato and Unnava(2006)が以下の
ように述べている。 
「消費者のマインド内で別のブランドと一組にされることによって生じるリスクとコ
ントロールの喪失である。ブランド提携に対する関与とコミットメントの水準について消
費者の期待は高くなりやすい。したがって、消費者を満足させないパフォーマンスであれ
ば、提携した全てのブランドにネガティブな影響をあたえかねない。 
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 相手のブランドが多数のブランド提携に参加したりすれば、連想の移転効果が希釈化す
る過剰露出のリスクもあるだろう。また、既存ブランドへの集中を乱し、焦点を失うこと
にもつながる。」 
 また、Keller(2010)では、ブランド提携の長所と短所を以下のようにまとめている。（表
2-1） 
 
表 ２-1 ブランド提携の長所と短所 
 
出所：Keller(2010),p.369 
 
第２節 ブランド提携を通じた価値創造と効果 
 
１． ブランド提携が生み出す効果 
ブランド提携を通じた価値創造、効果についての研究は企業間提携研究領域およびブラ
ンド研究領域の多くの研究者より行なわれてきている。そのなかでも、Lee and 
Decker(2008)はブランド提携が生み出す効果は以下の 3つに集約されるとしている。 
 
ブランド提携の長所
必要とされる専門技術の借用
有していないエクイティの活用
製品導入のコスト削減
ブランド・モーニングの関連カテゴリーへの拡張
意味の拡大
アクセスポイントの増加
追加売上の源泉
ブランド提携の短所
コントロールの喪失
ブランド・エクイティ希釈化のリスク
ネガティブなフィードバック効果
ブランドの焦点と明快さの欠如
組織的な混乱
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① 共通効果（Mutual Effect） 
製品およびブランドのフィット感を共通効果としている。提携するブランド間にお
ける製品のフィット感またはパートナーブランドカテゴリーとの関連性が高ければ高
い程、消費者はブランド提携に対し好ましい行動をとるとしている(Simonin and Ruth, 
1998; Bouten, 2006)。 
 また、ブランドのフィット感も重要な要素である。例えば、メルセデス・ベンツと
ルイ・ビトンの提携を例に見ると、消費者はそれぞれのブランドに対し、ラクジュア
リーブランドとしての認知し、いずれも、それぞれの市場にて高い評価を得ていると
認識している。このようなブランド同士の提携の場合、フィット感が高く消費者はブ
ランド提携に対し好ましい態度、評価をもつとしている(Simonin and Ruth, 1998; 
Bouten, 2006)。 
 
② 拡張効果（Extension Effect） 
 元となるブランドに対する消費者の評価、態度がブランドを拡張した際の商品に対
する評価、態度に影響する事は、Aaker and Keller(1990)により明らかにされている。 
 ブランド提携は、ブランド拡張の一種として位置づけられ、多くの研究においてブ
ランド提携における消費者の評価、態度は、元となるブランドに対する評価、態度が
重要な要素であることを明らかにしている。 
 
③ 互恵効果（Reciprocal Effect） 
互恵効果は、ブランド拡張における理論において重要要素であるが、ブランド提携
においても同じく重要な効果であるといえる。研究によりその呼び方は異なり、例え
ばPark et al.(1996)ではFeedback Effectと呼び、Simonin and Ruth(1998)ではSpillover 
Effect、Leuthesser et al.(1999)ではPost-Effectと呼んでいる。 
 
２． ブランド提携による消費者の変化 
Lee and Decker(2008)は、ブランド提携における、共通効果、拡張効果、互恵効果を元
に、ブランド提携を通じて起こる消費者の行動変化パターンを4つに集約、定義し、ブラ
ンド提携における消費者の評価、態度の変化をモデル化している（図2-1）。 
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 ・消費者の行動変化パターン 
①  良い（良くない）製品とブランドフィット感は、好ましい（好ましくない）
共通効果は、好意的な（好意的でない）態度をブランド提携にもたらす。 
 
②  好意的な（好意的ではない）態度が一方のブランドにあった場合、好ましい
（好ましくない）ブランド拡張効果を生み出し、相対的に好意的な（好意的で
はない）態度を消費者にもたらす。 
 
③  好意的な（好意的ではない）評価、態度がパートナーブランドにあった場合、
好ましい（好ましくない）拡張効果を生み出し、相対的にブランド提携におい
て好意的な（好意的ではない）評価、態度をもたらす。 
 
④  好意的な（好意的ではない）評価、態度が提携ブランドにあった場合、好ま
しい（好ましくない）互恵となり、相対的に好意的な（好意的ではない）評価、
態度を相互のブランドにもたらす。 
 
図 ２-1 ブランド提携による消費者態度の変化 
 
出所：Lee and Decker(2008),p.6 
 
ブランドA ブランドB
ブランドA ブランドB
ブランドA ブランドB
提携ブランドに対する態度
提携前のブランドに対する態度 提携前のブランドに対する態度
提携後のブランドに対する態度 提携後のブランドに対する態度
② ③ ③ ②
①
④ ④
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Lee and Decker(2008)によるモデルによると、拡張効果と共通効果は提携ブランドに対
する消費者の評価、態度に直接的に影響するとしている（①および③）。また、拡張効果
と互恵効果は、ブランド提携後のそれぞれのブランドに対する評価、態度に影響するとし
ている（②および④）。  
このことにより、ブランド提携による消費者の評価、態度の変化は、元となるブランド
に対する評価、態度により決定されるものとしている。 
 
第３節 BAVを用いたブランド提携価値の測定 
 
Lebar et al.(2005)は、Brand Asset Valuator（BAV）モデルを用いブランド提携の価値
を数値で明らかにしている。 
 
・研究概要 
 実在する 20 のブランドを提携元ブランド（ターゲット・ブランド）と提携先ブランド
（パートナー・ブランド）に分け、10の提携パターン（提携種類）を設定し、990パター
ンの仮想ブランド提携事例を準備し、BAVを用いて以下の 3点について調査している。 
 
① ブランド提携がブランド・エクイティに及ぼす効果は何か。 
② ブランド提携による効果は、ブランドの種類、提携パートナーにどのような影響
を受けるか。 
③ ブランド提携におけるブランド間のイメージが異なる際の相補性、もしくはイメ
ージが似ている際の共通性の効果は何か。 
 
 2001 年に米国 BAV パネルを用いインターネットを通じて 1300 以上のサンプルを集め
結果を統計処理を行い BAV数値の変化を検証している。 
 
・調査対象ブランドと組み合わせ数 
調査は実在する 20 のブランドをターゲットブランド、パートナーブランドに分けてい
る。ターゲットブランドとパートナーブランドの組み合わせ数は、Yahooが双方に入って
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いるため、総計 99通りとなる。 
 
表 ２-2 調査対象ブランド一覧 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.415.（一部追記） 
 
・提携パターンと組み合わせ数 
 調査はブランド提携の内容を 10 パターン設定し、ターゲットブランドとパートナー
ブランドの組み合わせ数 99をかけ合わせ、990のブランド提携を設定している。 
 
①  販促－富くじパターン（Promotions-Sweepstakes） 
これは、「AT&T は、顧客が AT&T の長距離電話サービスを利用する都度に、
ターゲット・ブランド
AT&T （エーティー・アンド・ティー：通信）
Citibank （シティ・バンク：金融）
Colgate （コルゲート：生活消費財）
Miller （ミラー：ビール飲料）
Ford （フォード：自動車）
Sears （シアーズ：小売）
Sony （ソニー：電機）
Liv i's （リーヴァイス：衣料）
Dannon （ダノン：食品）
Yahoo （ヤフー：IT）
パートナー・ブランド
Hallmark （ホールマーク：グリーティングカード）
Microsoft （マイクロソフト：IT）
Coca Cola （コカ・コーラ：飲料）
Home Depot （ホーム・デポ：小売）
Tommy Hilfiger （トミー・フィルフィガー：衣料雑貨）
Dr Pepper （ドクター・ペッパー：飲料）
Wal-Mart （ウォルマート：小売）
Coach （コーチ：衣料雑貨）
Yahoo （ヤフー：IT）
Disney （ディズニー：エンターテイメント）
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Hallmarkの商品券 500ドルが当たる新たなプロモーションを行う。」といった類のタ
ーゲットブランドの商品・サービスを消費する都度にパートナーブランドの商品・サ
ービスを手に入れる機会を提供するキャンペーン販促を実施するパターンのブランド
提携を意味する。 
②  販促－特典パターン（Promotions-Trial incentive） 
これは「Citibankが、新たに口座開設した顧客にMicrosoftのソフトウェアを 25％
引きで購入する権利を提供する。」といった類のターゲットブランドの商品・サービス
を消費する都度にパートナーブランドの商品・サービスを有利な条件で手に入れられ
るキャンペーン販促を実施するパターンのブランド提携を意味する。 
③  販促－ロイヤリティパターン（Promotions-Loyalty incentive） 
これは「Colgateが、消費者が Colgateの歯磨き、歯ブラシいずれかを 10ドル分購
入ごとに、Coka-Cola社製品を 5ドル分購入できるギフト券を手に入れられる」とい
った類の顧客ロイヤリティ向上の為の販促を実施するパターンのブランド提携を意味
する。 
④  スポンサーシップ－音楽パターン（Sponsorship-Music） 
これは「UnitedとHome Deptが、ポール・マッカートニーの 2004年北米コンサ
ートツアーを独占的に協賛する」という類の音楽イベントに対する共同スポンサーシ
ップを実施するブランド提携を意味する。 
⑤  スポンサーシップ－スポーツパターン（Sponsorship-Sports） 
これは「Ford と Tommy Hilfiger が、テニスの米国選手権（U.S.Open）の男女ダ
ブルスの試合に対し独占的に協賛をする」といった類のスポーツイベントに対する共
同スポンサーシップを実施するブランド提携を意味する。 
⑥  スポンサーシップ－コーズパターン（Sponsorship-Couse） 
これは「Searsと Dr. Pepperが、アメリカがん協会の 2004年募金キャンペーンに
協力し、各社 100 ドルの売上ごとに 50 セントをアメリカがん協会に寄付することを
約束する。」といった類の売上に応じて共同で社会貢献するブランド提携を意味する。 
⑦  ライセンス製品パターン（Licensed product） 
これは「Sonyが自社顧客に対して、特別編集されたWal-Martのショッピングカタ
ログを提供する。」といった類のパートナーブランドを借り自社顧客に対しサービスを
展開するブランド提携を意味する。 
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⑧  ターゲットブランド新製品拡張パターン（New-Product Extensions-Target） 
これは「Levi’s が Coach と共に、新たなコーヒー・バーチェーンを展開する。」と
いった類のターゲットブランドが、パートナーブランドと共に新たな製品・サービス
を展開するブランド提携を意味する。 
⑨  パートナーブランド新製品拡張パターン（New-Product Extensions-Partner） 
これは「Fisher-Priceが Danoneと組み、新しいスクーターを展開する。」といった
類のパートナーブランドがターゲットブランドと共に新たな製品・サービスを展開す
るブランド提携を意味する。 
⑩  ウェブサイト－特設リンクパターン（Website-Featured Link） 
これは「Yahooが、Disneyの新たなマーケティング・パートナーとして、自社ホー
ムページ（yahoo.com）に特設ページを設置する。」といった類のウェブサイトがパー
トナーブランドを自社サイトで積極的に紹介するブランド提携を意味する。 
 
表 ２-3 ブランド提携パターン 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.415(一部追記) 
 
・BAV スコアの変化 
 990のブランド提携についてBAVによる調査を実施した結果、差別性（Differentiation）、
関連性（Relevance）、尊重（Esteem）、知識（Knowledge）の数値変化は以下の通りとな
った。 
ブランド提携パターン
Promotions-Sweepstakes （販促－富くじパターン）
Promotions-Trial incentive （販促－特典パターン）
Promotions-Loyalty  incentive （販促－ロイヤリティパターン）
Sponsorship-Music （スポンサーシップ－音楽パターン）
Sponsorship-Sports （スポンサーシップ－スポーツパターン）
Sponsorship-Couse （スポンサーシップ－コーズパターン）
Licensed product （ライセンス製品パターン）
New-Product Extensions－Target （ターゲットブランド新製品拡張パターン）
New-Product Extensions－Partner （パートナーブランド新製品拡張パターン）
Website-Featured Link （ウェブサイト－特設リンクパターン）
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① 差別性 
ターゲットブランドにおいては全ての場合においてブランド提携により数値は向上
し、パートナーブランドにおいても同様に数値は向上するが、その幅はターゲットブラ
ンドと比較し小さい結果となった。 
 
表 ２-4 差別性に及ぼすパートナーブランドの影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),p.417 
 
表 ２-5 差別性に及ぼすターゲットブランドの影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.417 
パートナーブランド パートナーブランドの差別性平均値
ターゲットブランドとの
差別性差異平均値
Coach 0.88 0.07
Coca Cola 0.86 0.11
Disney 1 .41 0.11
Dr Pepper 1 .65 0.1
Hallmark 1 .30 0.1
Home Depot 0.55 0.14
Microsoft 1 .05 0.99
Tommy Hilfiger 1 .05 0.09
Wal-Mart 0.65 0.06
Yahoo 0.89 0.07
ターゲットブランド ターゲットブランドの差別性平均値
パートナーブランドとの
差別性差異平均値
AT&T 0.36 0.04
Citibank 0.31 0.05
Colgate 0.50 0.05
Dannon 0.53 0.05
Ford 0.56 0.06
Liv i's 0.7 4 0.11
Miller 0.48 0.07
Sears 0.46 0.09
Sony 0.7 4 0.03
Yahoo 0.88 0.07
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② 関連性 
ターゲットブランドにおける関連性スコアは、比較的変化が少ないが、Coachと Tommy 
Hilfigerのケースは数値が下がり、Wal Martのケースは数値が上がっていることがわかる。
パートナーブランドおける Relevanceスコアは、Searsとのパートナーシップのみ数値は
向上し、Fordとのパートナーシップは数値が下がっていることが明らかになっている。 
 
表 ２-6 関連性におよぼすパートナーブランドの影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.418 
表 ２-7 関連性に及ぼすターゲットブランドの影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.418 
パートナーブランド パートナーブランドの関連性平均値
パートナーブランドとの
差別性差異平均値
Coach 2.93 -0.08
Coca Cola 5.30 0.00
Disney 4.82 0.01
Dr Pepper 4.13 -0.01
Hallmark 5.31 -0.01
Home Depot 5.20 0.03
Microsoft 5.7 4 -0.02
Tommy Hilfiger 2.64 -0.06
Wal-Mart 5.7 5 0.07
Y ahoo 4.69 -0.01
ターゲットブランド ターゲットブランドの差別性平均値
パートナーブランドとの
差別性差異平均値
AT&T 4.7 7 -0.02
Citibank 3.32 -0.04
Colgate 4.7 6 0.00
Dannon 3.7 4 -0.01
Ford 4.33 -0.04
Liv i's 4.85 0.00
Miller 2.87 -0.05
Sears 4.88 0.06
Sony 5.12 0.02
Yahoo 4.68 0.00
 22
③ 尊重 
ターゲットブランドにおける尊重スコアは、Tommy Hilfigerと Coachとの提携がスコ
アを下げ、パートナーブランドにおいては、AT&T、Citibank、Colgate、Ford、Sony、
そして Yahooにおいて数値が下がった。 
 
表 ２-8 尊重にパートナーブランドが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.419(一部改訂) 
 
表 ２-9 尊重にターゲットブランドが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.419(一部改訂) 
パートナーブランド パートナーブランドの尊重平均値
ターゲットブランドとの
尊重差異平均値
Coach 4.44 -0.06
Coca Cola 5.85 -0.03
Disney 5.80 -0.01
Dr Pepper 5.15 -0.04
Hallmark 6.03 -0.00
Home Depot 5.64 0.03
Microsoft 5.61 -0.03
Tommy Hilfiger 3.95 -0.13
Wal-Mart 5.64 0.01
Y ahoo 5.21 -0.02
ターゲットブランド ターゲットブランドの尊重平均値
パートナーブランドとの
尊重差異平均値
AT&T 4.7 7 -0.02
Citibank 3.32 -0.04
Colgate 4.7 6 0.00
Dannon 3.7 4 -0.01
Ford 4.33 -0.04
Liv i's 4.85 0.00
Miller 2.87 -0.05
Sears 4.88 0.06
Sony 5.12 0.02
Yahoo 4.68 0.00
 23
④ 知識 
ターゲットブランドにおける知識スコアは、コカ・コーラ、Disney、Wal Mart、Yahoo
を除き著しく数値が下がっている。パートナーブランドにおいても同様に数値が下がって
いることがわかる。 
 
表 ２-10 知識にパートナーブランドが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.420 
 
表 ２-11 知識にターゲットブランドの及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.420 
パートナーブランド パートナーブランドの知識平均値
ターゲットブランドとの
知識差異平均値
Coach 4.7 7 -0.14
Coca Cola 6.7 8 -0.02
Disney 6.64 -0.01
Dr Pepper 6.44 -0.05
Hallmark 6.66 -0.06
Home Depot 6.38 -0.03
Microsoft 6.51 -0.04
Tommy Hilfiger 5.45 -0.08
Wal-Mart 6.7 5 -0.03
Yahoo 6.07 -0.02
ターゲットブランド ターゲットブランドの知識平均値
パートナーブランドとの
知識差異平均値
AT&T 6.52 -0.03
Citibank 5.65 -0.02
Colgate 6.45 -0.03
Dannon 5.7 5 -0.02
Ford 6.56 -0.02
Liv i's 6.51 -0.06
Miller 5.7 3 -0.03
Sears 6.67 -0.05
Sony 6.43 -0.01
Y ahoo 6.20 -0.07
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 ターゲットブランドおよびパートナーブランド、それぞれにおける差別性、関連性、尊
重、知識の数値変化は以下の表の通りとなっている（表 2-12）（表 2-13）。 
 
表 ２-12 ターゲットブランドにパートナーブランドが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.421 
 
表 ２-13 パートナーブランドにターゲットブランドが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.421 
 
・提携内容による BAVスコアの変化 
各ブランドのブランド評価の差異ではなく、ブランド提携の内容の差異による差別性、
関連性、尊重、知識の各数値変化は以下の表 2-14 の通りである。結果からはブランド提
携パターンによる数値変化は多く無いものの、スポンサーシップ－コーズパターンでブラ
ンド提携をしている場合が最もブランド評価を向上させることが明らかになっている。ま
た、ライセンス製品パターンの場合はターゲットブランドの知識、ターゲットブランドに
おける製品拡張パターンであると数値がさがることがわかる（表 2-14）。 
 
ターゲットブランド 差別性 関係性 尊重 知識
AT&T ↑Coach、Yahoo ↓Coach
Citibank
Colgate ↑Dr Pepper、Hallmark、Microsoft ↓Coach
Dannon ↑Disney、Microsoft ↑Coca Cola
Ford ↑Hallmark、Home Depot、Wal-Mart ↓Tommy Hilfiger
Liv i's ↑Coca Cola、Dr Pepper、Home Depot、Tommy Hilfiger
Miller ↑Dr Pepper、Microsoft ↓Tommy Hilfiger
Sears ↑Disney、Hallmark、Home Depot、Yahoo
Sony ↑Home Depot、Tommy Hilfiger
Y ahoo ↑Coca Cola、Disney、Dr Pepper、Hallmark ↑Wal-Mart
パートナーブランド 差別性 関係性 尊重 知識
Coach ↑Ford、Lev i's、Sears ↓Sears ↓AT&T、Colgate、Yahoo
Coca Cola ↑Citibank、Sears ↓Miller
Disney ↑Yahoo
Dr Pepper ↑Miller
Hallmark ↑Sears、Yahoo ↓Tommy  Hilfiger
Home Depot ↑Ford、Sears
Microsoft ↑Dannon、Levi's、Miller ↓Ford、Levi's ↓Colgate
Tommy  Hilfiger ↑Dannon、Sears、Sony、Yahoo
Wal-Mart ↑Ford、Lev i's
Y ahoo ↑AT&T、Ford、Lev i's、Sears ↑Wal-Mart
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表 ２-14 提携パターンが及ぼす影響 
 
出所：Lebar et al.(2005),P.420 
 
・ブランド提携の及ぼす効果・影響 
 Lebar et al.(2005)は研究結果から導きだされるブランド提携の及ぼす効果・影響は以下
の 4点としている。 
 
１） ブランド提携は、提携パートナーに関わらず、差別性はあがり知識を下げること 
になる。ターゲットブランドにおいて、平均的に関係性は変化がなく、尊重は多
少さがる。 
２）高い尊重数値を持つブランドは、ブランド提携によりその価値を下げる。 
３）コーズをベースとしたスポンサーシップは、ブランド提携に大きな効果を及ぼす。 
４）提携ブランド間の相違性は、差別性において大きな差異は生じない。 
 
・Lebar et al.(2005)の研究の課題 
 Lebar et al.(2005)の研究はブランド提携が BAV数値に及ぼす効果とブランド提携パタ
ーンに焦点をあているため、対象としたブランドが含有するブランド要素が及ぼす影響に
まで言及していない。 
  
提携パターン D R E K D R E K
Promotions-Sweepstakes
Promotions-Trial incentive
Promotions-Loyalty  incentive ↑**
Sponsorship-Music
Sponsorship-Sports
Sponsorship-Couse ↑ ↑ ↑ ↑
Licensed product ↓
New-Product Extensions－Target ↑ ↓
New-Product Extensions－Partner
Website-Featured Link ↑
*　D：差別性　R：関係性　E：尊重　K：知識
**↓　数値下降　↑　数値上昇
ターゲットブランド* パートナーブランド*
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第３章 ブランド提携に及ぶす影響要因 
  
ブランド提携により創造される価値について整理されたところで、本章では、ブランド
提携に影響を及ぼす要因、つまり如何なる提携が価値を生み出すかについて焦点をあて先
行研究を整理する。 
 
第１節 ブランドの組み合わせが及ぼす影響 
 
顧客からの評価が高い提携は、それぞれのブランドの評価向上につながり、ブランド提
携に対する評価はブランドの組み合わせに依存するという(Park et al, 1991; Keller, 
1991; Kirmani et al., 1999; Bridges et al., 2000)。ブランド提携には、製品カテゴリーや、
製品特性、顧客メリットに適切に基づき行なわれる必要があり、適切な組み合わせでブラ
ンド提携が行なわれることにより、新たな製品カテゴリーを創造し、新たな製品特性備え、
新たな顧客メリットの創造が可能という(Farquhar and Herr, 1993)。 
 ブランド提携では、相互のブランドに対する消費者のそれぞれの解釈がブランド提携へ
の関係性を持ち込むため、ブランドに対する消費者の評価がブランド提携に対してどのよ
うな態度に及ぼす影響を明らかにすることが重要であるという(Broniarczyk and Alba, 
1994)。つまり、それぞれのブランドが提携対して好ましい印象を与えることができれば、
強固なブランド提携が構築できることになる。(Simonin and Ruth, 1998)。 
 
第２節 James(2006)の研究結果 
James(2006)は、ブランド提携において、そのブランドに対する態度の構成におけるそ
れらの役割を理解するうえで、それらのブランドの力学と、如何にして消費者は評価し、
選択するかを完全に理解しておく必要があるとの認識からブランド提携に対する態度の構
成におけるブランド構成の役割を調査している。 
 
・調査概要 
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方法は、11のリアルブランド、Filofax（ファイロ・ファクス）、Sony（ソニー）、Calvin 
Klein（カルバン・クライン）、Swatch（スウォッチ）、British Telecom（ブリティッシ
ュ・テレコム）、Vidal Sassoon（ヴィダル・サスーン）、Ambre Solaire（アンブル・ソ
レイレ）、Benetton（ベネトン）、Crest（クレスト）、Oral B（オーラル・ビー）、Sure
（シュアー）を用いて 8 つの仮想提携を作り、4 つの製品カテゴリー（電子手帳、電話機
能付き時計、髪用サンローション、マウスウォッシュ）に新製品に参入することとし、そ
れらを大学院生（n=240）を対象に調査し、統計的な処理を行っている（表 3-1）。 
 
表 ３-1 製品カテゴリーと提携ブランド 
 
出所：James(2006),P.16 （一部追記） 
 
１． 調査対象各ブランドに対する消費者態度 
 ブランド提携に対する評価を測る前に、各ブランド評価を特定の商品を定めずブランド
に対する評価数値（7 段階評価）を調査している。対象としている各ブランドはいずれも
既存製品カテゴリーにおいて高い評価を得ているブランドであることが結果から明らかに
なっている（表 3-2）。 
製品カテゴリー 主ブランド 従ブランド
電子手帳 FILOFAX Sony
（ファイロファクス：革製品／文具） （ソニー：電機製品）
Calv in Klein
（カルバン・クライン：ファッション）
電話機能付き時計 Swatch Sony
（スウォッチ：時計） （ソニー：電機製品）
British　Telecom
（ブリティッシュ・テレコム：通信）
髪用サンローション Vidal Sassoon Ambre Solaire
（ヴィダル・サスーン：ヘアケア） （アンブル・ソレイレ：日焼け止め）
Benetton
（ベネトン：ファッション）
マウスウォッシュ Crest Oral B
（クレスト：オーラルケア） （オーラル・ビー：オーラルケア）
Sure
（シュアー：デオドラント）
ブランド提携
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表 ３-2 各ブランドに対する評価 
 
出所：James(2006),P.19 （一部改定） 
 
２． ブランド提携に対する消費者態度 
次に、ブランド提携に対する評価は以下の結果となり、Filofaxと Sony、Swatchと Sony、
Vidal Sassoonと Ambre Solaire、Crestと Oral Bのブランド提携に対しては好ましい態
度評価となり、反対に Filofaxと Calvin Klein、Vidal Sassoonと Benetton、Crestと Sure
に対する評価は低くなっている。Sonyと British Telecomの提携はどちらとも判断できな
い中間的な結果となっている。 
表 ３-3 ブランド提携に対する評価 
 
出所：James(2006),P.18 （一部改訂） 
ブランド名 評価
Filofax 5.02
Sony 6.42
Calv in Klein 5.96
Swatch 5.40
British　Telecom 4.82
Vidal Sassoon 5.13
Ambre Solaire 5.04
Benetton 5.04
Crest 4.52
Sure 3.96
Oral B 5.34
評価 ブランド提携 数値 製品カテゴリー
高評価 Filofax－Sony 5.7 5 電子手帳
Swatch－Sony 5.20 電話機能付き時計
Vidal Sassoon－Ambre Solaire 5.7 2 髪用サンローション
Crest－Oral B 5.92 マウスウォッシュ
中間 Swatch－British Telecom 4.88 電話機能付き時計
低評価 Filofax－Calv in Klein 3.44 電子手帳
Vidal Sassoon－Benetton 3.45 髪用サンローション
Crest－Sure 3.92 マウスウォッシュ
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３． 調査結果 
調査の結果、それぞれのブランドが積極的なブランド提携の場合、ブランドパートナー
とともに新たな商品カテゴリーへ参入する際に変化があることがわかった。反対に、消極
的なブランド提携の場合においては、往々にしてそのままの商品領域に留まることがわか
った。それゆえに、高い評価、強い消費者態度を有したブランド提携は、提携パートナー
間の適合度合いが関係してくるとしている。 
 
・ブランド・フィット 
態度評価の低いブランド提携は、2 つのブランド同士の相性が良くないと認識されてい
ることと、そのブランドと新たな商品カテゴリーの相性が良くないと感じられていること
に起因していると考えられる。また、それらのブランドが新たな商品をつくるにあたり、
技術・能力に欠けていると見られていることもいえる。例えば、Filofaxと Calvin Klein、
Vidal Sassoonと Benetton、Crestと Sureの提携などがそれに該当する。さらにブラン
ド提携に対する低い評価は、それぞれのブランドに対する評価の低下を招くことが調査か
ら明らかになっている。 
反対に、好ましい態度評価を得ているブランド提携は、提携が調和が取れていて、全体
に対し好ましい評価を得ている。この要因は、新たな製品への品質期待と技術・能力の補
完的な関係イメージの 2つに大別できるという。 
例えば、新製品に対する品質期待は、Filofaxと Sonyの提携に強く見られている。評価
の低かった Filofaxと Calvin Kleinの提携に対し、Filofaxと Sonyの提携は、全ての評価
項目において数値が上回る結果となっている。新たな製品への期待は、提携する 2つのブ
ランドが強く補完的な関係を有している必要があるといえる。同様の要因で Vidal 
Sassoonと Ambre Solaire、Crestと Oral B、Swatchと Sonyの提携も、同様に高い評価
となっている。 
では、評価が高くもなく低くもない結果となった SwatchとBritish Telecomの提携は、
どのような要因があるか。ここには、好ましいブランド提携を創りだすためのいくつかの
ヒントが含まれているという。この提携を通じた新製品に対する期待評価は二極化してい
ることが明らかになっている。通話機能付き時計という新たな製品の可能性が定まらず、
期待品質に対する評価に焦点があてられていないことが回答からみられている。 
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４． 組み合わせのブランド提携価値に及ぼす影響 
James(2006)の研究により、消費者のブランドとブランド提携に対する評価の及ぼす影
響が明らかになっている。ブランドに対する各消費者の評価が、何の商品カテゴリーで商
品を生み出すか、ブランドパートナーを何処を選ぶかにより変化することを明らかにして
いる。提携は、評価を高める場合も下げる場合もあるという。 
ブランドの組み合わせは、ブランド提携による価値創造の重要な影響要素のひとつであ
り、評価の高いブランド同士の提携が、必ずしも同等に高い評価を得られるとは限らない
こと、そして、そのブランド提携に対する評価が、生み出される価値に影響を与えること
を明らかにしたことはブランド提携を展開する上で重要な示唆を与えてくれるものである。 
また、James(2006)の結果は、Park et al.(1996)の「ブランド提携は補完的な特性を持
つ組み合わせが、より好まれているブランド同士のブランド提携よりも大きな価値を生み
出す」とした研究結果を支持するものであるといえる。 
 
第３節 広告の及ぼす影響 
 
ブ ラ ン ド 提 携 の 評 価 に 広 告 が 果 た す 役 割 に つ い て Gammoh, Voss, and 
Chakraborty(2006)では、提携の精度とメッセージの強さの違いによるブランド提携によ
る効果について実験を通じて明らかにしている。 
Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006)は、架空メーカーのデジタルカメラを用い、商
品カテゴリーへ関心度合いの高い消費者と低い消費者を対象に、広告メッセージの主張の
強弱、ブランド力のある Sony との提携有無に場合分けをし、ブランド評価を商品への印
象評価と、商品の機能に対する印象の 2つに分け、それぞれの差異を調査している。 
Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006)の調査結果によると、商品への印象評価は、商
品カテゴリーへの関心度の低い消費者の場合、Sony との提携がない場合においては広告
メッセージが強い場合と広告メッセージが弱い場合を比較しても大差は無いが、その数値
は、Sony との提携があった場合、広告メッセージが強い場合はより数値が高まるが、広
告メッセージが弱い場合は、数値が微減する結果となった。 
一方で、商品カテゴリーへの関心度が高い消費者の場合、提携がない場合、広告メッセ
ージが強い場合が、弱い場合に比べ数値の差が大きい結果となったが、提携があった場合
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は、広告メッセージが強い場合、提携をしていない場合よりも数値が下がり、反対に広告
メッセージが弱い場合は数値が上昇し、広告メッセージの強弱の差がわずかになる結果と
なった。 
 
図 ３-1 提携の有無、広告メッセージの強弱による印象評価の差異 
 
 
出所：Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006) 
 
次に、機能性に対する印象評価は、商品カテゴリーへの関心が低い消費者の場合、Sony
と提携がない場合においては、広告メッセージが強い方が、弱い場合に比べ数値が高くな
っているが、Sony との提携があった場合を比較すると、強い広告メッセージの場合は数
値はほとんど変化がなく、広告メッセージが弱い場合は逆に数値が上昇する結果となって
いる。一方、商品カテゴリーへの関心が高い消費者の場合、やはり、提携がない場合は強
い広告メッセージが弱い広告メッセージよりも数値が高くなるが、Sony との提携があっ
た場合は、広告メッセージが強い場合は数値が低下し、弱い場合は上昇し数値の差が小さ
くなる結果となっている。 
 
 
 
 
1
提携無し 提携有り
カテゴリーへの関心：低
1
提携無し 提携有り
カテゴリーへの関心：高
7
4
7
4
3.96
3.85
4.71
3.71
広告（強）
広告（弱）
4.50
3.76
4.33
4.11
広告（強）
広告（弱）
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図 ３-2 提携の有無、広告メッセージの強弱による機能性評価の差異 
 
出所：Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006) 
 
図 ３-3 ソニーとの提携製品として広告（強いメッセージ性） 
 
出所：Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006) 
 
 
 
 
提携無し 提携有り 提携無し 提携有り
カテゴリーへの関心：高 カテゴリーへの関心：低
1 1
4 4
7 7
4.91
3.98
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4.35
広告（強）
広告（弱）
4.94
4.00
4.71
4.71
広告（強）
広告（弱）
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図 ３-4 ソニーとの提携製品として広告（弱いメッセージ性） 
 
出所：Gammoh, Voss, and Chakraborty(2006) 
 
第４節 ブランド提携の数の及ぼす影響 
 
 ブランド提携に関する研究の多くは、その対象を 1 対 1 のブランド提携を扱っている。
しかし、実際のビジネスでは 1 社が複数の企業と同時にブランド提携を行う場合がある。 
ブランド提携数の及ぼす影響について、Voss and Gammoh (2004)および Gammoh, Voss 
and Fang (2010）の研究を参照する。 
 
１． 同業界における複数ブランドとの提携 
 Voss and Gammoh (2004)は、ローカル・ブランドが同業界の有名ブランドと提携した
場合と、その提携社数が 1社の場合と 2社の場合のブランド評価に与える影響について調
査研究している。 
 
・Voss and Gammoh (2004)の調査概要 
Pacific100Q by Pacific Electronicsという架空のデジタルカメラブランドを用い、Sony
および Hewlett Packardを提携対象ブランドと設定し、2度のアンケート調査を行ってい
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る。 
1度目の調査は、①Pacific100Q by Pacific Electronicsが Sonyと提携している場合と、
Sony、Hewlett Packard両方と提携している場合と、どちらのブランドとも提携していな
い場合を、2 度目の調査では②Pacific100Q by Pacific Electronics が Sony、Hewlett 
Packard両方と提携している場合と、いずれかのブランドと提携している場合に分け、そ
れぞれについて 128名の学生を対象に快楽態度（Hedonic attitude） 、効用態度（Utilitarian 
attitude）、知覚品質（Perceived quality）について調査し、結果を統計的手法を用い比較
することで、２つ以上のブランドとの提携についての効果を検証している（図 3-5）。 
 
 
図 ３-5  Voss and Gammoh (2004)調査対象 
 
出所：筆者作成 
 
 
・調査結果 
Pacific100Q by Pacific Electronicsが Sony、Hewlett Packardいずれかと提携した場
合、単独の場合と比較し、快楽態度、効用態度、知覚品質いずれの数値も向上することが
明らかになった。この結果は、無名ブランドにとって、有名ブランドとの提携は、消費者
に対し好ましい影響があることを示す結果となっている。 
しかし、Pacific100Q by Pacific Electronicsが、Sony、Hewlett Packard双方と提携し
た場合、Sony、Hewlett Packardいずれかと提携した場合と比較すると、快楽態度は数値
が下落し、効用態度、知覚品質においても微増する程度であることが判明している（図 3-6）
（図 3-7）。このことは、無名ブランドにとって有名ブランドとの提携は消費者に好ましい
影響を与えるものの、提携ブランド数を増やすことでその影響が大きくなるとは言えない、
むしろ影響が小さくなる場合があることを示す結果となっている。 
 
対象ブランド 提携無し ソニーと提携 HPと提携 ソニー、HP両社と提携
調査1 パシフィック100Q ○ ○ ○
調査2 パシフィック100Q ○ ○ ○ ○
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図 ３-6 Voss and Gammoh (2004)調査 1の結果 
 
出所：Voss and Gammoh (2004) 
図 ３-7  Voss and Gammoh (2004)調査 2の結果 
 
出所：Voss and Gammoh (2004) 
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知覚品質
SonyとHP
両方と提携
3
提携無し SONYと提携 HPと提携
4
5
4.01
3.45
4.55
4.41
効能態度
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4.27
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知覚品質
4.69
4.27
3.96
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・提携数がブランド提携に及ぼす影響 
 Voss and Gammoh (2004)の調査結果より、無名ブランドにとって、有名ブランドと提
携することは、提携をしない場合よりもブランド評価が高まることを明らかにしているが、 
提携する社数が 1社の場合と、提携する社数が 2社の場合を比較した場合、提携社数が増
えてもブランド評価が必ずしも向上しない場合があることを明らかにしている。 
しかし、本研究は、エレクトロニクス業界内同士における提携、つまり同一カテゴリー
内での提携における調査であり、かつ、提携社数が 1社の場合と 2社の場合のみの比較と
のみであり、カテゴリーが異なる企業との提携の場合や、また 3社以上の企業とブランド
提携を結ぶ場合について言及に至っていない。カテゴリーが異なる場合や、提携対象ブラ
ンドをさら増やすことにより、ブランド評価が向上する可能性を残している。 
 
２． 異業種での複数ブランド提携 
カテゴリーが異なる 3社以上のブランドと提携することの効果について調査研究してい
るのは、Gammoh, Voss and Fang (2010）である。 
 
・Gammoh, Voss and Fang (2010）の調査概要 
調査は Voss and Gammoh (2004)の研究を発展させ、Pacific OnePhone by Pacific 
Electronics, Inc.という架空のスマートフォンブランドを用い、①Pacific OnePhone単独
の場合と、Microsoft Office（ソフトウェアブランド）と提携している場合と、Microsoft 
Office、Intel（コンピューターチップブランド）、Cingular Wireless（携帯電話プロバ
イダーブランド）の 3 つのカテゴリーの異なるブランドと提携した場合、②Pacific 
OnePhone単独の場合と、Microsoft Officeと提携している場合、Microsoft Office、Adobe 
Photoshop（ソフトウエアブランド）、Intuit's Quicken（ソフトウェアブランド）の 3つ
のカテゴリーを同じくするブランドと提携した場合の 2 回の調査を、それぞれ 168 名の
学生を対象に知覚品質（perceived quality）、購買動機（purchase intentions）、ブラン
ド態度（brand attitude） について調査を実施し、結果を統計的手法を用いて比較する
ことで、3つ以上のブランドと提携することによるブランド提携効果と、カテゴリーが異
なる場合のブランド提携効果について検証している（図 3-8）。 
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図 ３-8  Gammoh, Voss and Fang (2010）調査対象 
 
出所：筆者作成 
 
・調査結果と課題 
調査結果によると、やはり、有名ブランドとの提携は、そのブランド提携数、カテゴリ
ーの違いに関係なく効果があることを明らかにしている。しかし、1 つのブランドとの提
携する場合と、3 つのブランドとの提携を比較すると、カテゴリーが同一であっても異な
っていてもブランド評価に対する数値に大きな変化がみられず、未だ複数ブランドとの提
携効果およびカテゴリーの違いによる影響については課題として残る調査結果となってい
る（図 3-9）。 
 
図 ３-9  Gammoh, Voss and Fang (2010）調査結果 
 
出所：Gammoh, Voss and Fang (2010） 
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第４章 業界の違いによる価値 
 
本章では、ブランド提携が業界の差異に関わらず価値を生み出すかを測る為に特定業界
におけるブランド提携研究を整理する。ブランド提携研究は主に一般消費者向け製品ブラ
ンドを対象としていることから、本章ではサービス業の研究として航空業界と外食業界を、
そして BtoB 分野、スポーツビジネス、インターネットサービス、非営利組織を対象とし
た研究に注目することとした。 
 
第１節 航空業界におけるブランド提携と価値 
 
航空会社の提携に関し研究している論文は多く存在する。Coltman(1999)の研究では、
航空会社の提携は市場の自由化を推し進めるとともに、各航空会社にとっては経営効率化、
顧客へのサービスの向上につながることを実証的な研究で明らかにしている。Park and 
Zhang(2000)は、北大西洋航路を対象とし、４つのメジャーな提携を対象に調査を行い、
提携が企業、顧客双方にとってメリットがあることを明らかにしている。 
また、別の角度では Budmundsson(1999)は航空会社の提携を結ぶ各企業の顧客への方
針決定の在り方について研究を行っている。Vander Kraats(2000)は、提携により生み出
される経済効果について、特にコスト効果に着目し、他の市場と比較し検証している。他
にも、 Iatrpi amd Skourias(2005)は、Traffic passenger modelを用い航空会社の提携は
顧客を 9.4%増加させることを明らかにしている。 
航空業界の提携をブランド提携の視点からの研究は、He and Balmer(2006)と
Tsantoulis and Palmer(2008)があげられる。 
 
１． He and Balmer(2005)の研究 
He and Balmer(2005)は、ブランド提携について航空業界におけるワンワールドの事例
を対象に研究している。 
研究は、ワンワールドの提携ブランドの位置づけ、実際のマネジメントの調査を通じて、
ブランド提携を通じ生み出されている価値を明らかにするとともに、航空業界におけるブ
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ランド提携のモデル化を試みている。 
２． 航空業界における提携背景と目的 
近年、航空会社間の提携が活発に行われている。これは、買収もしくは合併の代替戦略
と見ることができる。なぜならば、買収もしくは合併は、国の威信や規制が関わってくる
ため難しさを伴い、解決しがたい問題となるため、航空会社にとって提携戦略に積極的に
ならざるを得ないと考えられるからである。 
 経営戦略上、買収や合併が容易に行えない航空会社にとって、提携は非常に利益のある
戦略といえる。提携による主なメリットは、１）経済規模の拡大によるメリット、２）海
外市場への参入であり、従業員、航空機材、技術に余裕を持たせながら、国際ネットワー
ク・サービス開発、拡充を同時に実現することができる。 
 また、一方で提携企業と共同し航空機材や航空燃料を購入することができるため、大き
な経費削減効果が期待でき、航空会社にとって経費削減メリットは提携に対する大きな魅
力となっている。 
 顧客側のメリットに目を向けると、提携により搭乗客は航空会社の差異に関わらずサー
ビスやサポート受け円滑な旅を行うことが可能となり、また、航空会社が異なっても提携
関係にあればマイルを貯めることが出来るようになる。 
 提携は航空会社にとって明確なメリットを生み出し、それらが他社に対する競争優位を
もたらすため、各社とり重要な戦略となってきている。 
 航空業界における提携は直接的なメリットが生み出されるため、航空会社にとって提携
は大きな魅力となってきていたが、アジアや欧米において航空自由化が進み、低価格航空
会社（LCC）が台頭、定着したことは既存の航空会社にとって大きな驚異となり、航空業
界における提携をさらに加速させている。 
 提携による効果をさらに高めるために、新たに注目されているのが提携によるブランド
価値である。 
 
３． ワンワールドにみる航空業界におけるブランド提携事例 
・ブランド提携経緯とマネジメント体制 
ワンワールド（Oneworld）は、最も成功している航空業界における提携ブランドのひと
つとなっているという。ワンワールドは、1998年にブリティッシュ・エアウェイズ（BA）
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とアメリカン・エアライン（AA）により創設された提携ブランドである。 
創設後すぐに、カナディアン・エアライン（CA）、キャセイパシフィック（CX）、カ
ンタス（QF）が参画している。 
 
表 ４-1 主な航空業界提携ブランドと加盟航空会社 
 
出所：各社ホームページより筆者作成 
 
ワンワールドの提携マネジメントは、バンクーバーにワンワールドのマネジメント専門
会社を設立し提携に参画している8社のCEOが経営メンバーに名を連ね行われている。なお、
ワンワールドの収益は各社から売上の数％がワンワールドの収益となっている。 
 ワンワールドのブランド所有権は、参加航空会社ではなくマネジメント会社が保有する
形となっている。 
 
・提携ブランドの価値向上 
ワンワールドのブランド、ブランド構築手法について、ビジョン、ブランドプロミス、
伝達方法、ビジュアル・アイデンティティ、企業広告とスポンサーシップについて確認し
てみると、ワンワールドのブランドマネジメントが、単純化しつつ念入りに実施されてい
ることが見えてくる。 
 
・ビジョン・ブランド、ブランド・プロミス 
スターアライアンス ワンワールド スカイチーム
提携社数 28 11 13
エア・カナダ ロイヤル・ヨルダン航空 アエロフロート・ロシア航空
ニュージーランド航空 日本航空 アエロメヒコ航空
全日本空輸 アメリカン航空 エールフランス
アシアナ航空 ブリティッシュ・エアウェイズ アリタリア航空
オーストリア航空 キャセイパシフィック航空 チェコ航空
ルフトハンザドイツ航空 フィンランド航空 中国南方航空
スカンジナビア航空 イベリア航空 デルタ航空
シンガポール航空 ラン航空 KLMオランダ航空
タイ国際航空 カンタス航空 大韓航空
トルコ航空 マレーヴ・ハンガリー航空 ノースウエスト航空
エジプト航空
ユナイテッド航空
USエアウェイズ
コンチネンタル航空
ブリュッセル航空
中国国際航空
ホームページ staralliance.com oneworld.com skyteam.com
主な加盟
航空会社
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明確な独自性とはっきりとしたビジョンが設けられていることが、ワンワールドブラン
ドにおけるブランド構築のための重要要素となっている。 
 
表 ４-2 ワンワールドのビジョン（英文） 
 
出所：ワンワールドホームページ 
 
大半のブランドにおいて、特色のあるビジュアルアイデンティの確立には多くのお金と
時間を費やされている。ワンワールドのビジュアル・アイデンティティも当然、多くの時
間をかけて開発している。 
ワンワールドのロゴはシンプルなデザインであるため、混み合った空港においても容易
に設置、識別することが可能であり、それは世界中でサービスを展開する上で重要な要素
であるといえる。また、ロゴデザイナーは、パートナー各社のロゴと並んで使用されるこ
とに留意し、簡素でありながら技巧をこらしたデザインにしたという。 
ワンワールドのロゴにより、加盟航空各社はブランドのポジショニング（ワンワールド
の一員であること）を明らかにすることが可能となっている。 
ブランドにとって重要なステークスホルダーは２つ、つまり顧客とパートナー航空会社
各社であると明らかにしている。 
ワンワールドのコミュニケーション戦略には、明確な方針と論理があるという。ワンワ
ールドのブランド・プロミスは、ブランドスローガンである「Oneworld revolves around 
you.」に表れており、この中心となるメッセージが、航空会社のコミュニケーション戦略
の重要要素となり現れている。 
・ワンワールドのブランド・ステータス 
これまでのブランドや企業ブランドに関する研究者からすると、ワンワールド・ブランド
がコーポレートブランドとして扱われることに違和感を感じる部分もあるという。 
しかし、基本的なブランドの定義、特にブランド所有権に照らし合わせ、考えれば、ワン
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ワールドブランドが企業ブランドであることは疑いの余地は無い。 
・企業広告 
ワンワールドのブランド名、ロゴマーク、消費者のメリット、参加航空会社、それぞれ
の認知向上のために相当努力をしている。1999年の広告は、広告業界誌メディアウィーク
主催のベスト・インターナショナル・キャンペーン・アワードを受賞し、さらに、2000
年においては、3500万ドルを用いて世界中で広告展開が行われている。 
ワンワールドのメッセージはスポンサーシップを用いても広められている。顕著な例は、
ユニセフと共同で、1999年より 5年間で 2500万ドルの基金を創設したことである。これ
により、国連とワンワールドは明らかな相乗効果が生み出され、メッセージは世界中に届
けられたことになる。 
  
 以上、ワンワールドにおける提携ブランドマネジメント会社と加盟航空会社との関係を
図示すると図4-1の通りとなる。 
 
図 ４-1 ワンワールドのブランド提携モデル 
 
出所：He and Balmer(2005) 
 
第２節 外食・ホテル・レジャー業界におけるブランド提携 
 
 サービス産業におけるブランド提携の事例を取り扱う研究も多い。特に、ホテル、外食、
AB： 提携ブランド（Oneworld）
MB：提携航空会社各社ブランド
MB
MB
MB
MB
AB
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テーマパーク等のレジャー産業におけるブランド提携はその提携例も多く、研究として多
く取り上げられている。 
とりわけ近年においては、外食業界においても経営のグローバル化は年を追うごとに加
速し、ブランド提携はサービス、商品双方で主要な差別化手法となっている。特にクイッ
クサービスレストラン（ファーストフード業態）においてブランド提携は一般的なマーケ
ティング手法となっているという(Hahm and Khan,2001)。 
 
１． 外食業界におけるブランド提携パートナ  ー
外食業界のブランド提携先は、カントリー・インと T.G.I.フライデーズ、ラマダとベニ
ガンズ、ホリデー・インと T．G.I.フライデーズ、スターバックスとマリオットおよびハ
イアット、ピザハットとマリオット、マクドナルドとウォルト・ディズニー、ソフィテル
とドリントの例に見られるようにホテルやテーマパークが多く見られるが、Ryan(1999)
は、カジュアル・ダイニングと呼ばれる外食業態と簡易サービスによる低価格ホテルや中
価格ホテルとの提携は効果が大きいことを明らかにしている。 
例えば、カントリー・インと T.G.I.フライデーズのブランド提携を例にとると、T.G.I.
フライデーズは１５～２０％の利益をホテル利用者から得ており、カントリ ・ーイン側は、
ホテル利用者に対する食事需要を満たしながら、ホテル内にレストランを作り維持するコ
ストを削減することを実現している。 
これは対象とする顧客属性が近いことが要因としており、ブランド提携における価値創
造はパートナーの顧客属性の類似が重要な要素であることを示している。 
 
２． 外食業界におけるブランド提携による価値創造 
 
・Lee, Kim, and Kim(2005)の研究 
外食業界におけるブランド提携を通じた価値創造について、Lee, Kim, and Kim(2005)
は、ファミリー・レストランにおけるクレジットカード会社とのブランド提携が顧客ロイ
ヤリティにつながるかを、提携カードを保有している消費者と保有していない消費者を比
較し明らかにしている。 
 Lee, Kim, and Kim(2005)の調査結果から、提携カードを保有する消費者は、保有しな
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い消費者よりも来店頻度、消費単価いずれも高く、レストランに対するロイヤリティも高
いことを明らかにしている。 
 
 
表 ４-3 カード保有者と非保有者のロイヤリティ比較 
  
出所：Lee, Kim, and Kim(2005) 
 
表 ４-4 カード保有者と非保有者の来店頻度と単価比較 
 
出所：Lee, Kim, and Kim(2005) 
 
・Kim, Lee, and Lee(2007)の研究 
同様に、Kim, Lee, and Lee(2007)は、外食業界におけるブランド提携により得られる３
つのメリット（価格ベネフィット、プレミアム・プロモーション、購買後サービス）が顧
客満足とブランド・ロイヤリティの向上につながったかを調査している。 
Kim, Lee, and Lee(2007)の調査結果によると、外食業界におけるブランド提携を通じて
実現される１）価格メリットは顧客満足度向上につながるが、ブランド・ロイヤリティ向
ロイヤリティに関する質問項目 カード保有者（n=131)
カード非保有者
（n=76)
対象となっているレストランを優先的に
選ぶことを考える 3.863 2.461
対象となっているレストランを継続して
使う気持ちがある 3.916 2.606
対象となっているレストランに特別感を感じる。 3.679 2.895
アドバイスを必要としている人があれば
対象となっているレストランを勧める。 3.420 2.895
他のレストランで特典があっても、
対象となっているレストランを贔屓にする。 2.840 2.013
顧客行動に関する質問項目 カード保有者（n=131)
カード非保有者
（n=76)
月間来店回数 2.756 2.342
一人当たりの単価 $13.099 $12.944
 45
上にはつながらない。２）特別販促は、顧客満足度向上、ブランド・ロイヤリティ向上い
ずれにもつながらない。３）購買後サービスは、顧客満足度、ブランド・ロイヤリティの
いずれの向上にもつながることを明らかにしている。 
 
表 ４-5 ブランド提携施策の顧客満足とブランド・ロイヤリティへの効果 
 
出所：Kim, Lee, and Lee(2007) 
 
３． 外食フランチャイズ・ビジネスにおけるブランド提携 
サービス産業におけるブランド提携のメリットは、出店および運営コストの削減および
顧客に対し利便性と複数のサービスを同じ場所で提供もしくは選択の余地を提供できるこ
とにある。 
それゆえ、サービス産業におけるブランド提携は、クイック・サービス・レストラン（フ
ァースト・フード）とガソリンスタンド、コンビニエンス・ストア、専門小売店などの間
で近年、活発に行われているマーケティング戦略となっている。 
特に外食産業においては、多くの企業がブランド提携を行っている。ウォルマートとマ
クドナルドの提携のように、外食業と小売業の提携といった提携パターンも出てきている。 
Hahm and Khan(2001)は、外食業界のブランド提携についてダウ・ジョーンズインタ
ラクティブ（Dow Jowes Interactive:DJI）データベースを用い 1997年から 1999年の 3
年間における、新聞記事、雑誌、ニュースレター、ビジネス・サービス・小売業界のジャ
ーナルから関係する記事を抽出しブランド提携のトレンドについて分析を行っている。 
Hahm and Khan(2001)の分析結果から、1997年から 1999年の 3年間においては外食
関係性に関する仮説 結果
価格メリット　→　顧客満足 つながる
価格メリット　→　ブランド・ロイヤリティ つながらない
特別販促　→　顧客満足 つながらない
特別販促　→　ブランド・ロイヤリティ つながらない
購買後サービス　→　顧客満足 つながる
購買後サービス　→　ブランド・ロイヤリティ つながる
顧客満足　→　ブランド・ロイヤリティ つながる
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業界におけるブランド提携はフランチャイズビジネスに関わるものが多く、相乗効果や経
営資源に関する記事数が少ないことがわかる。 
 
表 ４-6 外食業界におけるブランド提携の記事内容と記事数推移（1997年～1999年） 
 
出所：Hahm and Khan(2001) 
  
この傾向は、その後においても同様であり、フランチャイズ・ビジネスにおけるブラン
ド提携を取り扱う記事は多い。 
 Wright and Frazer(2007)は、フランチャイズ・ビジネスにおけるブランド提携に注目し
マクドナルド（外食フランチャイズ）と BP（ガソリン小売フランチャイズ）のブランド
提携を中心事例にあげ研究を行ない、フランチャイズ・ビジネスにおけるブランド提携に
より生み出される価値について以下の点をあげている。 
 
１） 外部ブランド活用のリスクについて 
 マクドナルドと BP が提携し、BP のガソリンスタンドにマクドナルドが店舗を
併設した場合、相互にターゲットとなる顧客セグメントとの接点をもつことが可能
となる。 
 新たなセグメントの顧客との接点増加は売上増につながる機会を得ることが可
能となるが、元々のビジネスパッケージとは異なるモデルとなり、効果を得るため
には相互の方針のすりあわせを行いながらトライアンドエラーを繰り返す必要が
ある。このプロセス次第でブランド提携が効果を生み出せず、ブランド価値の毀損
につながるリスクを含んでいる。 
２） 新たなビジネスモデルの探求 
 １）に関連する具体的なテーマとして、フランチャイズビジネスにおけるブラン
ド提携は、効果創出のために新たなビジネスモデルを創り上げていく必要性を伴う。 
1997年と
1998年の差
1998年と
1999年の差
合計 437 100% 421 100% -4% 401 100% -5%
競争 63 16% 64 16% 2% 67 16% 5%
経営資源 35 11% 34 11% -3% 48 14% 41%
相乗効果 18 4% 19 5% 6% 16 5% -16%
フランチャイズ 279 56% 288 62% 3% 46 46% -27%
1997年 1998年 1999年
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 マクドナルドと BPの提携に関しては、相互の営業時間の違いとサービス品質の
差異を解消し、マクドナルドと BPの提携ビジネスとして新たなモデルを構築する
必要性が生じている。 
第３節 BtoB分野におけるブランド提携研究 
 
ブランド提携の研究は消費財マーケティング分野においては注目分野となっているが、
BtoB分野における研究は数が少ない。 
BtoB分野におけるブランド提携研究は Dahlstrom and Dato-on(2004)が、流通業界に
おける調査研究が最初と考えられている。 
その後、Bengtsson and Servais(2005)は、デンマークにおける産業財メーカーである
JUNCKER社と DEVI社を調査対象とし、2社のブランド提携が購買担当者に与える影響
を計り、産業財市場におけるブランド提携の価値について調査している。 
同様に、Rie, Mortanges, and Streukens(2005)は、化学製品業界を対象にブランド提携
の価値を調査している。 
また、Sunil et al.(2008)は BtoB におけるブランド提携の価値について econometric 
modeling approachを用いモデル化にも試みている。 
それらの研究はいずれも、BtoB分野におけるブランド提携も、消費財分野におけるブラ
ンド提携同様に価値があるとしている。とりわけ、ブランド提携により各企業・製品のブ
ランド価値を向上させる効果は大きくないものの、パートナーブランドの信頼を用いて新
規顧客獲得、顧客企業との関係性を強化することに対して効果が大きいという。 
Sunil et al.(2008)は BtoB分野におけるブランド提携を通じ創造される主たる価値を、
１）リレーションシップ、２）競争、３）コスト、４）ダブル・マージなりゼーション、
５）広告サポートの 5点としている（表 4-7）。 
 
第４節 インターネットにおけるブランド提携 
 
インターネット上におけるブランド提携について着目し研究しているのが、
Delgado-Ballester and Hernandz-Espallardo(2008)である。 
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彼らはインターネット上におけるブランド提携の効果を検証するために、ブランドと称
されている有名な代理店との提携をしている無名旅行代理店からパック旅行商品をオンラ
イン上で購入するか否か 367 人を対象に調査分析している。 
 
表 ４-7 BtoB分野におけるブランド提携の主たる価値 
 
出所：Sunil et al.(2008) 
 
ブランド提携はマーケティング戦略上、無名のオンラインブランドに対して第一印象で
ブランドに対する信用とウェブサイトに対しの行動について好意的な印象を持たせること
に影響力を持たせる可能性があることが明らかになった。さらには、オンラインブランド
の信用は ブランド提携に対する評価とその後に起きる消費者のオンラインブランドに対
する反応の間においては充分な橋渡しをしないことも明らかになった。即ち、よく知られ
ているブランドとみなされている先との提携は、新たなオンライブランドにおいて消費者
に取引促進を高める効果があるとしている。 
同様にインターネット上におけるブランド提携の効果検証を行っているのが、Lowry et 
ベネフィット 具体的な効果
リレーションシップ
ベネフィット
メーカーとサプライヤーは相互の協力関係、信頼関係が構築さ
れ、知識や能力、経験、リスクを共有するメリットを享受する
ことができる。
競争ベネフィット
サプライヤーにとっては、新規参入に見込みをつけることがで
き、メーカーにとっては市場において優位性を発揮することが
見込める。
コスト・ベネフィット
新規参入にかかるコストを抑えることができるため、価格で
メーカー側に報いることができる。また、長期的には規模の経
済性が生じさせて、さらにコストを下げることが可能となる。
ダブル・マージナリゼーション
ベネフィット
BtoBにおけるブランド提携は、ダブルま～～～を潜在的に下げ
る可能性を持ち、それは最終的には消費者へのベネフィットに
つながる。
広告サポート・ベネフィット
メーカー側の広告展開が提携するサプライヤー側に貢献するこ
とになる。サプライヤー側が広告費を抑えることができるの
で、メーカー側に価格で貢献することが可能となる。
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al.(2008)である。 
Lowry et al.(2008)は、無名の Eコマースサイトが有名ブランドとのアライアンスを用
いた場合、サイトに対する消費者の信用が向上することを、ネットワークモデルを用いて
明らかにしている。 
 
第５節 スポーツビジネスにおけるブランド提携 
 
Yang and Goldfarb(2009)は、NBAにおけるプロフェッショナルアスリート（アスリー
トブランド）と、スポーツチーム（チームブランド）のブランド提携効果を調査している。 
選手とチームは適したブランド提携により、トータル価値が最大化される。トータル価
値を理解するために、マキシマムスコアメソッドを用いて、構造的な二つの側面における
マッチングモデルを評価している。1994年から 1997年の 4年間におけるフリーエージェ
ント契約のデータを用い、高年齢の選手と、高い成果を出している選手の双方が、チーム
に適合し、より勝利していることを発見した。しかしながら、パフォーマンスコントロー
ルという点では、高いブランド・エクイティを有した選手と、中程度のブランド・エクイ
ティを有するチームのブランド提携が最も高い価値を創出することがわかった。これはす
なわち、トップブランドにおいては、必ずしも他のトップブランドが必要でないことを示
唆している。 
Yang and Goldfarb(2009)の研究結果は、チームのトータル価値向上には、ブランド・
エクイティが、パフォーマンスに準じたものよりも適しているということを証明し NBA
における 1998年の最大年俸方針に多大な影響を与えたという。 
 
第６節 非営利組織とのブランド提携に関する研究 
 
ブランド提携は長らく営利企業において使われてきたが、最近は非営利組織においても
使われるようになってきている。それは、戦略的なパートナーシップを交わす非営利組織
において有益であると想定されるが、パートナー選定においては充分に留意されるべきで
ある。非営利組織のブランド提携について、Baker and Faircloth(2005)および
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Heller(2008)の研究を中心に確認していく。 
 
１． 非営利組織におけるブランド提携 
Heller(2008)は、パートナーの評判と属性の間の関係性が、焦点をあてる非営利組織に
如何にプラスの影響に寄与するかを調査している。その結果から、パートナーの公的な評
判はシステマティックな変化を組織にもたらし、ポジティブな評判を増大することに寄与
することが明らかになっている。また、同時に、営利企業とのパートナーシップのほうが
僅かながら非営利組織とのそれよりも影響が小さいことも明らかにしている。 
 
２． 大学組織におけるブランド提携の価値 
マーケティングにおける論文は、大学組織のパートナーシップにおける戦略提携の固有
タイプを消費者が如何にして認識するかを明確にしていない。それらにおいては、ほとん
どの場合はっきりしないが、それに対してブランド提携の場合は明確に知られる。 
Baker and Faircloth(2005)は、そのことに着目し、大学組織のパートナーシップに対す
る消費者知覚を明らかにし、如何にして大学組織のパートナーシップが大学ブランドに対
して影響をあたえ知覚されるかを調査している。 
 
・研究概要 
大学と企業がパートナーシップを結ぶ例は数多い。パートナーシップにより建物や施設
に企業名を冠している場合や、コンピューターメーカーが大学内のパソコンを一手に引き
受けていること、大学主催イベントへの協賛・後援、大学敷地内の飲食店や小売店を展開
したり、大学内で販促キャンペーンを実施するなど、形は様々である。 
企業側において大学とパートナーシップを結ぶことは、多くの場合において新たな顧客、
チャネルの獲得につながり利益がある。大学と企業のパートナーシップに関する研究の多
くは企業側の販売戦略、チャネル戦略として捉え研究されているが、Baker and 
Faircloth(2005)は、ブランド提携の観点から、大学と企業のパートナーシップが、大学ブ
ランドに及ぼす影響について４つの仮説を立て調査を行っている。 
 
仮説１）大学と企業のパートナーシップから具体的な利益を享受することは、 
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大学のブランドに対し好影響をもたらす。 
 
仮説１は、例えば大学敷地内に企業の協力を得て作られた施設や、設備の提供等、学生・
教職員にとって利益が明確なパートナーシップのこと想定している。 
 
仮説２）選択の幅を狭めることにつながる大学と企業のパートナーシップは、 
大学ブランドに対し悪影響がある。 
 
仮説２は、例えば特定の外食企業とパートナーシップを結び大学内に店舗を出店した場
合、その店舗しか学生・教職員しか選択の余地がなくなり、食事に対する選択の自由度が
狭まることになる。また、書店の場合においても、品揃えが書店に依存することになり、
やはり選択の幅が狭まる。このようなパートナーシップを想定している。 
 
仮説３）大学と特定企業とパートナーシップが明確にわかることは、 
大学ブランドに対し好影響がある。 
 
 仮説３は、例えば、学生向けのアウトドア企画が紹介され、その横にパートナー企業
であるアウトドア用品メーカーの看板がある場合などを想定している。このような場合、
学生は、紹介されている企画に、関連する企業がパートナーとして存在することを明確に
認識する。 
 
仮説４）大学内での販売促進を行う企業とのパートナーシップは、 
大学ブランドに対し好影響を与える。 
 
仮説４は、例えば企業が自社製品を学生向けに特別販促を実施することや、大学主催の
イベントへ協賛する代わりにイベント内で販促活動を実施することなどを想定している。 
 Baker and Faircloth(2005)は、上記４つの仮説について学生および教職員へのアンケー
ト調査を行い、結果に対し統計的分析を通じ検証した結果、仮説１、仮説２、仮説４は仮
説が支持され、仮説３は否定されている。 
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３． 非営利組織に対する評価がブランド提携に及ぼす影響 
組織は世間の評価に存続を左右される。ビジネスの世界では商品への評価が売上を左右
するが、それは組織に対する評価も同時に含まれていると考えるべきである。Perry(2004)
によれば、組織が評価されるためには少なくとも３つの要素、マネジメント品質に対する
ビジョン、サービス品質の信頼度、そして企業に対する信頼があるという。Van der Heyden 
and Van der Rijt (2004)も同様に、組織の評価とは世間の評価であり、世間の評価は、組
織のミッションと社会における役割、とりわけ社会的な責務の範囲に影響されるとしてい
る。 
 これらは、非営利、営利組織、双方にとって重要な事項であるが、特に非営利組織にお
いては、組織の目標達成能力のみならず、組織のマネジメン力、目標の中心的な価値、目
標達成に向けた方策といった事項にも影響を受ける。 
 世間の評価は、非営利組織にとって特に重要な事項である。何故ならば、世間の評価が
非営利組織における２つの経営資源、ボランティアと寄付の源泉となるからである。 
 それゆえ、非営利組織の評価に対する研究はマーケティング施策に対する公衆の受け止
め方に着目した研究が一般的となっているが、Heller(2008)はブランドとブランド提携に
着目し研究を行なっている点でユニークな研究といえる。 
 Heller(2008)によると、営利企業において有効な手法として認知、実行されているブラ
ンド提携は、この 10 年間において同様の組織・団体との厳しい競争環境下、自組織の主
張を広める手段として非営利組織においても注目が高まってきているという。 
組織は世間の評価に存続を左右される。ビジネスの世界では商品への評価が売上を左右
するが、それは組織に対する評価も同時に含まれていると考えるべきである。Perry(2004)
によれば、組織が評価されるためには少なくとも３つの要素、マネジメント品質に対する
ビジョン、サービス品質の信頼度、そして企業に対する信頼があるという。Van der Heyden 
and Van der Rijt (2004)も同様に、組織の評価とは世間の評価であり、世間の評価は、組
織のミッションと社会における役割、とりわけ社会的な責務の範囲に影響されるとしてい
る。 
 これらは、非営利、営利組織、双方にとって重要な事項であるが、特に非営利組織にお
いては、組織の目標達成能力のみならず、組織のマネジメン力、目標の中心的な価値、目
標達成に向けた方策といった事項にも影響を受ける。 
 世間の評価は、非営利組織にとって特に重要な事項である。何故ならば、世間の評価が
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非営利組織における２つの経営資源、ボランティアと寄付の源泉となるからである。 
 それゆえ、非営利組織の評価に対する研究はマーケティング施策に対する公衆の受け止
め方に着目した研究が一般的となっているが、Heller(2008)はブランドとブランド提携に
着目し研究を行なっている点でユニークな研究といえる。 
非営利組織にとっての重要事項は、「人々が喜んで寄付をしてくれるか、否か」であり、
この事項にブランド提携は寄与するかをHeller(2008)は、世間の評価の異なる仮想の非営
利組織、営利組織を組み合わせ、提携パートナーの評価と属性が非営利組織の評価に与え
る影響を比較調査している。 
 Heller(2008)の調査結果によると、提携パートナーの世間における評価は非営利組織の
組織に影響をもたらし、非営利組織の評価に影響を与えること、パートナーの評価が高い
ほど好影響があり、その影響は、非営利組織との提携のほうが僅かながら営利組織との提
携よりも大きいことを明らかにしている。 
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第５章 価値創造のためのマネジメント 
 
Keller(2010)には、ブランド提携のガイドラインを以下のように説明している。 
 「強いブランド提携を作るには、両ブランドが、適切なブランド認知、充分に強く、好
ましく、ユニークな連想、ポジティブな消費者のジャッジメントとフィーリングを有して
いなければならない。つまり、ブランド提携成功のための十分条件ではないが必要条件は、
２つのブランドがそれぞれにある程度のブランド・エクイティを有していることである。
最も重要な要件は、結合されたブランドやマーケティング活動が個々のブランドの欠点を
最小にし、長所を最大にするような、ブランド間の論理的適合性である。」 
 本章では、ブランド提携マネジメントに焦点をあて研究を整理する。 
 
第１節 ブランド提携に至る意思決定モデルとプロセス 
 Hahm and Khan(2001)は、ブランド提携に至る意思決定モデル、影響を及ぼす要素を
以下の図のように表している。 
 
図 ５-1 ブランド提携の意思決定モデル 
 
出所：Hahm and Khan(2001) 
明確な必要条件
競争環境
経営資源
潜在的必要条件
ブランド・フィット
プロダクト・フィット
戦略オプション
・現状維持（何もしない）
・やめてしまう（撤退）
・同業界企業とブランド提携を行う。
・異業界企業とブランド提携を行う。
（ナショナル・ブランドもしくは、
ローカルブランド）
相乗効果
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・明確な必要条件（Explicit Requirements） 
 ブランド提携を意思決定するに際し、明確な必要条件として１）競争環境と２）経営資
源の 2 点があるとしている。 
 
１）競争環境 
競争が激しくなることにより、企業は差別化に向けた行動も活発になる。ブランド
提携が生じる必要条件の１つには、競争環境があげられる。企業は競合企業との差別
化を図る為に、自社が保有していない知識や経験を取り入れることや、マーケティン
グおよび戦略実行のためのコストを削減の必要性マーケティングと戦略のイノベーシ
ョンを試みる。このような状況において企業は、ブランド提携を手段として検討する
ことになる。 
２）経営資源 
ブランド提携の意思決定に際し、必要条件のひつとは自社が保有する経営資源
があげられるという。不確実性とリスクが高い環境の中で意思決定を行うにあた
り、自社の経営資源のみで実行するか、外部経営資源を活用し実行するか判断す
ることになる。 
 
・暗黙の必要条件（Implicti Requirements） 
ブランド提携を意思決定するに際し重要な暗黙的必要条件、１）ブランド・フィッ
トと２）プロダクト・フィットが存在するという。しかし、１つの提携には様々な意
味を含むため、その必要条件を完全に評価することは極めて難しいとしている。 
 
１）ブランド・フィット 
ブランドを識別するにあたり、最も効果的なものはトレード・マークまたはブ
ランド名である。ブランドに対する消費者の評価がブランド提携により向上する
か否かは、提携するブランドに影響を受ける。 
 
２）プロダクト・フィット 
 提携するブランド間の相性とともに、ブランド提携により創りだされる商品と
のフィット感も重要な要素となる。 
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・シナジー効果 
ブランド・フィットとプロダクト・フィットを元にシナジー効果は生み出される。ブラ
ンド提携によるシナジー効果は、それぞれのブランドの特徴と実績に依存し、それらが相
互に作用し決まるものとし、特徴あるブランド同士の提携がより高い効果を生み出される
という。企業は、シナジー効果があるか見極め意思決定を行うことになる。 
 
・戦略オプション 
 明確な必要条件と暗黙の必要条件を鑑み、１）今のまま継続する。（ブランド提携を実行
しない）２）事業から撤退する。３）同業界企業とブランド提携を行う。４）異なる業界
企業とブランド提携をする。という４つのオプションから意思決定することになる。また、
ブランド提携を行うに際しては、さらに１）ナショナル・ブランドと提携する。２）ロー
カル・ブランドと提携する。という２つのオプションが存在することになる。 
 
１． ブランド提携のマネジメントプロセス 
Mantiaba and Sauvée(2010)は、戦略提携と組織内リレーションシップに関する文献に
基づき、ダイナミックアプローチを用いてブランド提携における価値創造プロセスの概念
化を試み、ブランド提携を通じた価値創造の為の重要要素について説明している。 
Mantiaba and Sauvée(2010)によると、ブランド提携における価値創造には、１）提携
に至るコンテキスト、２）関係者における共通目標、３)経営資源、４）活動、５）ガバナ
ンスメカニズムの５つの要素が強く影響している。また、その価値創造のプロセスにおい
ては、良好な経済コンテキスト、顧客と市場ルールが要求する製品品質が、組織の適切な
資源の利用とガバナンスメカニズムに相互作用を促進するという。 
 
第２節  グローバル・ブランドのローカル・マーケットにおけるマネジメント 
  
Abratt and Montlana(2002)は、フランスに本拠地を置くヨーグルトメーカ 「ーDanon」
とカナダに本拠地を置く冷凍食品メーカー「McCain」それぞれの南アフリカ市場への参
入事例を比較分析し、グローバル・ブランドがローカル・ブランドと提携し、新規市場参
入する際のマネジメントについて研究している。  
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 Abratt and Montlana(2002)の研究によると、グローバル・ブランドがブランド提携を
用いてローカル・マーケットにてビジネスを展開する際のマネジメントには 5つのステッ
プに分け進める必要があるとしている（図 5-2）。 
 まず第一は、消費者の知覚がキーとしている。消費者の知覚はブランド・ネームの変更
で簡単に変化することから、初期の市場調査が極めて重要な意味を持つとしている。調査
の際にはブランド名が変更されることを消費者に明確にし、起こりうる事象を洗い出す必
要があるという。 
そして第二に、製品がブランドと十分にフィットするかを見極める必要があるという。
消費者が類似カテゴリー商品であると認知し、提携ブランド商品カテゴリーが異なっても
評価される必要がある。 
第三に、ブランド提携が相互の企業をより強化、補完する必要がある。その為に、ブラ
ンドの強みを十分に理解し、それが相互の企業に好影響を与えるか見極める必要があると
いう。第四は、提携ブランド商品が十分に競争力があるかを検討することであり、それは、
消費者に直接知覚される商品パッケージが重要であるとしている。なぜならば、ブランド
提携を通じ新たな商品を展開していることを特徴ある商品パッケージにすることにより、
消費者にブランド提携に対する好印象を植えつけることが可能となるからとしている。 
最後に、企業は必ず提携ブランドを定着させるまでの期間を定める必要がある。ブラン
ド提携戦略に対するコストや資源に明らかに依存する部分ではあるが、新たなブランドに
対し困惑する消費者を減らしていくためには時間を要するため、短い期間より長い期間を
設定するほうが望ましいとしている。 
Abratt and Montlana(2002)は、ブランド提携はグローバル企業にとって、ローカル・
マーケット参入を円滑に進める手法となり、一方で提携をするローカル・マーケットで強
いブランド力を有する企業においては新たな技術を入手する機会となるとともに、先々の
グローバル展開の可能性を開く効果的な戦略となるとしている。 
 
第３節 文化・地理の違いによるブランド成果に関する研究 
 
ブランド提携の地理的・文化的な違いによる効果の差異について、Guillet and 
Tasci(2010)は DisneyとMcDonaldのブランド提携について、香港に観光で訪れている中 
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図 ５-2 ブランド提携を用いたローカル・マーケット進出マネジメントプロセス 
 
 出所：Abratt and Montlana(2002) 
 
国人（中国本土、台湾、マカオからの旅行者）、欧米人（主に北米、ヨーロッパからの旅
行者）、アジア人（主にマレーシア、シンガポール、オーストラリア、韓国からの旅行者）
計 357人へインタビュー形式の調査・研究を行なっている。 
Guillet and Tasci(2010)の調査からディズニーおよびマクドナルドはいずれの地域の消
費者から高いブランドに対する評価を得ているが、１）Disney と McDonald の提携に対
するフィット感（一貫性や調和度合）に対する評価には、中国、アジアと欧米の消費者で
差異があること、２）DisneyとMcDonald、双方に対しいずれの地域の消費者も親近感を
持ち知識を有しているが、Disney と McDonald との提携については、わずか中国人で
10.4%、アジア人で 14.9%、欧米人で 12.5%にしか知られていないこと、３）ブランド提
携によるブランドに対する評価向上は、ディズニーよりもマクドナルドの方が大きい。と
いう結果が明らかになっている（図 5-2）（図 5-3）。 
 Guillet and Tasci(2010)の調査結果は、ブランド提携をグローバル展開する場合のマネ
消費者のブランド知覚を理解する。
両ブランドのプロダクト・フィットを検討する。
両ブランドの強みが企業へ与える影響を検討する。
提携ブランドのパッケージを検討する。
ブランド提携を実行するタイミングを検討する。
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ジメントについて 4つの重要事項を示唆している。 
 
１） ブランド提携においてはフィット感（一貫性や調和度合）が重要であるが、その
フィット感（一貫性や調和度合）に対する評価は地域・文化が異なれば違いがあ
り、市場ごとに異なる対応が必要である。 
２） フィット感とともに、提携そのものに対する認知向上と親近感の醸成も重要な要
素となる。それぞれのブランドに対する評価が高くとも、ブランド提携を行って
いる事実が知られていないとその効果は低くなる。 
３） ブランド提携先に代替先があるか否かはブランド評価の向上に関し重要な要素
であると考えられる。実際、DisneyとMcDonaldのブランド提携の場合、Disney
を代替するパートナーは存在しないが、McDonald を代替するパートナーは
Burger KingやWendy’s、KFCなどが存在する。この場合、ディズニーはパー
トナー選定において優位な立場に立つことができる。パートナー先として選ばれ
ているマクドナルドはディズニーとのブランド提携により他の代替可能なパー
トナーと比較しブランド力を強化することが出来ている。 
４） 欧米の企業にとって文化的な差異を考慮しブランド提携を計画、実行することは 
極めて重要な事項である。特にグローバル・マーケティング・アライアンスにお
いて、仮にそれを怠ると、いずれのパートナーからも望まれないブランドとなる
原因となりうる。 
 
ブランド提携をグローバル展開する場合、特に、それぞれのブランドが大衆において認
知度が高い場合、マネジメンの見地からパートナー・ブランドを保護することが重要であ
る。同様の事について、Askegaard and Bengtsson(2005)も異なる調査結果から導き言及
している。 
年齢や教育、収入や住む国の違いがブランドに対する認知や親近感に差異を生む。この
ことを理解し、ブランドに対する評価は、時期や場所、状況により変化するので、企業は
市場の消費者特性を充分に調査しなければならない。 
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図 ５-3 ディズニーに対するブランド・エクイティと信頼の地域比較 
 
出所：Guillet and Tasci(2010) 
 
 
図 ５-4 マクドナルドに対するブランド・エクイティと信頼の地域比較 
 
出所：Guillet and Tasci(2010) 
 
質問項目 欧米人
n=97-98
その他
n=246-257
T検定
強い親近感を持っている。 5.07 4.36 0.001
強いポジティブなイメージがあると思う。 5.17 5.35 0.207
製品は高品質だと思う。 4.97 4.96 0.975
サービスは高品質だと思う。 4.87 5.09 0.171
高級価格だと思う。 5.39 5.14 0.136
価格相応の価値がある。 4.06 4.73 0.000
信用している。 5.39 5.14 0.005
好きだ。 4.79 5.23 0.029
次回以降も使用（選択）する。 4.10 4.97 0.000
他の選択肢があっても最優先する。 3.82 4.69 0.000
素晴らしい経験を提供してくれる。 4.65 5.08 0.020
質問項目 欧米人
n=94-98
その他
n=250-258
T検定
強い親近感を持っている。 5.05 5.40 0.145
強いポジティブなイメージがあると思う。 3.58 5.04 0.000
製品は高品質だと思う。 3.35 4.79 0.000
サービスは高品質だと思う。 3.73 4.99 0.000
高級価格だと思う。 3.38 4.41 0.000
価格相応の価値がある。 4.07 4.52 0.015
信用している。 3.38 4.74 0.000
好きだ。 3.45 4.52 0.000
次回以降も使用（選択）する。 3.47 4.64 0.000
他の選択肢があっても最優先する。 2.67 4.15 0.000
素晴らしい経験を提供してくれる。 3.13 4.30 0.000
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表 ５-5 ディズニーとマクドナルドのブランド提携に対するブランド・エクイティと信頼、
およびブランドフィットの地域比較 
 
出所：Guillet and Tasci(2010) 
 
第４節 危機対応マネジメント 
 
ブランド提携において一方の企業においてブランド価値を低下につながるようなネガ
ティブな行動や事件が発生した場合、影響を最小化させるためのマネジメントは如何にあ
るべきかを、タイトル・スポンサーシップに関し伝統のあるフォーミュラ・ワン（F1）の
世界にて生じた事例を元に、ブランド提携におけるリスクマネジメントを研究してる
Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009)を中心に確認する。 
 
１． スポーツビジネスにおけるスポンサーシップ 
 スポンサーシップの歴史は古代ギリシャ、ローマ時代にまでさかのぼるという
(Dolphin,2003)。実際に、Quester and Thompson(2001)は、スポンサーシップという言
葉の起源をギリシャ遺跡から発見している。 
質問項目 欧米人n=96-98
その他
n=249-257 T検定
強い親近感を持っている。 4.15 4.61 0.029
強いポジティブなイメージがあると思う。 3.74 4.88 0.000
製品は高品質だと思う。 3.84 4.83 0.000
サービスは高品質だと思う。 3.8 4.91 0.000
高級価格だと思う。 4.08 4.87 0.000
価格相応の価値がある。 3.89 4.62 0.000
信用している。 3.61 4.75 0.000
好きだ。 3.49 4.74 0.000
次回以降も使用（選択）する。 3.21 4.54 0.000
他の選択肢があっても最優先する。 2.94 4.45 0.000
素晴らしい経験を提供してくれる。 3.93 4.73 0.000
ディズニーとマクドナルどはフィットしている。 4.03 4.37 0.000
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スポーツビジネスにおける企業スポンサーシップには企業のコーポレートブランドをチー
ム名もしくはスポーツイベントに冠する場合と、企業の製品ブランドを冠する場合の２つ
があり、それぞれ違いが存在する。 
 例えば、アメリカズカップにおいて、BMWは Oracleセーリングチームをスポンサード
し、公式チーム名を BMW－Oracleセーリングチームとしている。フォーミュラ・ワンの
世界においては、Panasonic（現在はコーポレートブランドとなっているが、当時は製品
ブランドであった）は、トヨタチームをスポンサードし、公式チーム名を、Panasonic 
TOYOTA レーシングとした。 
 INGは、フォーミュラ・ワン・オーストラリアグランプリをスポンサードし、大会名を
INGオーストラリアグランプリとしている。 
 
・タイトルスポンサーシップによる権利とコスト 
プロフェッショナルスポーツにおいて、タイトルスポンサーが企業においてコミュニケ
ーション媒体として、その戦略的重要性が増してきているという。新たなマーケティング
手法としてタイトルスポンサーシップが広く用いられるようになり、フォーミュラ・ワン
の世界においても例外なく使われている。 
この傾向を見る限り、タイトルスポンサーシップは、伝統的なスポンサーシップ手法よ
りも効果的といえる。フォーミュラ・ワンにおけるタイトルスポンサーシップは、チーム
名、レーシングカー、ドライバー、チームスタッフのユニフォーム、ヘルメットの他、独
占的にブランド名を冠する権利を有し、広告や商品、サービスなど、その他のマーケティ
ング機会において独占的にブランド名を冠する権利を有する。 
フォーミュラ・ワンにおけるタイトルスポンサーシップを得るために、アイ・エヌ・ジ
ーは 2000 万ポンド以上のコストを１年間でルノー・フォーミュラワンチームに費やし、
ボーダフォンはマクラーレン・メルセデスフォーミュラワンチームに対して少なくとも
2500万ポンドをを年間に費やしているという。 
 
・フォーミュラ・ワンタイトルスポンサーシップの価値 
企業マーケティングにおけるタイトルスポンサーシップは、企業とフォーミュラ・ワン
チームの間で結ばれるブランド提携ととらえることができる。特に、フォーミュラ・ワン
は年間に 5大陸で 18レースが行なわれ、世界中で 8億 5000万人以上観客、テレビ視聴者
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がいるといわれ、フォーミュラ・ワンチームにスポンサードすることは、最も高い効果を
生み出すスポンサーシップといわれ、企業においてはブランド価値を確実に向上させるこ
とができるマーケティング手法として認識されているという。 
 
・タイトルスポンサーシップのブランド提携視点での研究 
 ブランド提携はこれまで見てきたように、製品レベルにおける提携が主たる研究対象と
なってきていた。このためタイトルスポンサーシップに関する研究は、スポンサーシップ
領域、投資効果という視点での研究はあるものの、プロスポーツにおけるブランド提携に
着目した学術調査や論文は少なく、Motion et al. (2003)が、アディダスとオールブラック
スのパートナーシップを事例とし企業におけるプロスポーツチームとのブランド提携の価
値についてのべている以外には、McDaniel and Kinney(1996)、Kahuni and Rowley(2007)、 
Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009)など僅かな研究者が企業とスポーツのブランド
提携について調査しているくらいとなっている。 
 
２． Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009)の研究 
フォーミュラ・ワンにおけるタイトルスポンサーシップは、タイトルスポンサーとその
チームのパートナーシップであり、それゆえ、チームの悪いイメージや評判は、スポンサ
ー企業に容易に伝播するものと認識されている。Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009)
は、タイトルスポンサーシップという企業とチームのブランド提携において発生した、悪
いイメージが発生した際のマネジメントに焦点をあて、2007年にフォーミュラ・ワンの世
界でボーダフォン・マクラーレンメルセデス（Vodafon Mclaren-Mercedes）チームで発生
した、スパイ事件をケースに実際に行なわれた危機対応マネジメントを研究している。 
 
・ボーダフォン・マクラーレンメルセデスの事例 
 マクラーレンメルセデスフォーミュラ・ワンチームは、フォーミュラ・ワンの世界にお
いて最も成功しているチームの一つであり、世界中に熱狂的なファンを有し、多くのサポ
ートを受けている存在である。 
 マクラーレンメルセデスとボーダフォングループは、2006年にスポンサー契約を交わし
年間 2500万ポンドを 2010年まで提供することで、チーム名をボーダフォン・マクラーレ
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ンメルセデスフォーミュラ・ワンチームとなった。 
 しかし提携翌年 2007 年半ば、マクラーレンの技術者が、競合チームであるスクーデリ
ア・フェラーリマルボロ（Scuderia-FerrariMarlboro）フォーミュラ・ワンチームの技術
情報を盗むという事件が発生し、その結果、その年の製造者チャンピオンシップ参加権利
を剥奪され、さらに罰金 5000万ポンドを支払うこととなった。 
 スパイ事件は、当然ながら多くのメディアにおいて批判的に報じられ、マクラーレンチ
ームに対するネガティブなイメージが植えつけられ、それはパートナーであるボーダフォ
ンにも及ぶに至っていた。 
 フォーミュラ・ワンにおけるタイトルスポンサーシップは、大きな効果を期待できる反
面、タイトルスポンサーとそのチームの強固なパートナーシップとの認識が成立している
ものと認識されているため、チームの悪いイメージや評判は、スポンサー企業に容易に伝
播するという。 
 
・ボーダフォン・マクラーレンメルセデスのリスクマネジメント 
 多くのインターネットメディアは、スパイ事件をネガティブに報道し、ボーダフォンは
ネガティブな影響を直接的に受けていることがわかる。ポジティブに報じているメディア
ニュースも存在するものの、その記事においてはボーダフォンについては触れられず、多
くの人々は、ボーダフォンはマクラーレンメルセデスチームから距離を置くべきだと考え
ていた。 
ボーダフォンおよびマクラーレンメルセデスチームは、スパイ事件による悪いイメージ
の影響を最小限とするために、それぞれが適切なマネジメントを施しているという。 
 
１）ボーダフォンの対応 
 ブランド提携における危機対応マネジメントプロセスにおいては、異なるキーとなる関
係者の行動がとられている。今回の事件を受けてボーダフォンは、一切の公式コメントを
出さず、その代わりにチームドライバーを扱った広告を展開し間接的にマクラーレンメル
セデスチームを支える行動をとっている。 
 一連のボーダフォンの行動は、ボーダフォンは今回のスパイ事件から逃げることが無い
こと、そしてマクラーレンメルセデスとのパートナーシップに信頼を寄せていることを印
象づける結果となった。 
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２）マクラーレンメルセデスチームの対応 
 一方、マクラーレンメルセデスは、積極的にチームを事件から切り離す手法をとってい
る。つまり、事件はあくまで特定のスタッフの起こした事件でありチームとしての関与は
無いというスタンスを貫いている。 
実際に当時、マクラーレンチーム代表のロン・デニスは事件はチームに不満を持つスタ
ッフが起こした事件であり、該当者はすでに解雇していると発表している。そしてまた、
不法に入手した情報はチームとして保有はなく、事件を起こしたスタッフの個人宅で見つ
かっているということも明らかにした。さらに、ロン・デニスは同様の事象が、フォーミ
ュラ・ワンの世界において一般的に行なわれているとも付け加えている。 
実際に、チームスタッフが重要機密とともに他チームへ移籍することが頻繁に行なわれ
ている事実は Benson (2007)は明らかにされている。 
 
・事件終息 
 マクラーレンチームは、事件への対応と同時に主要パートナーであるメルセデス
（Mercedes）やサンタンデール（Santander）に結束を求め、最終的に他の主要スポンサ
ーであるジョニー・ウォーカーとも５年間の支援延長に合意する結果となっている。 
 実際に今回のスパイ事件で、マクラーレンチームとスポンサーとの間で、いかなる軋轢
も生じていないという。これはマクラーレンチームが事件への全責任を負う態度を明確に
示したことにより、主要スポンサーがメディアから攻撃されることを防ぐ結果といえる。 
 また、同時にスポンサー側も、早期に支援を継続することを明らかにし、それらの行動
が、事件による影響を抑え、悪いイメージによるブランド評価の低下を最小限とどめたと
されている。 
 スパイ事件発生から悪いイメージがボーダフォンへ波及するモデルを、Kahuni and 
Rowley, and Binsardi(2009)は Guinner(1997)の影響波及モデルに基づき図 5-6のように
表している。今回のボーダフォン・マクラーレンメルセデスで発生したスパイ事件に対す
る対応と結果についてまとめたものを（図 5-7）に示す。 
 
１． ブランド提携におけるリスクマネジメント 
Votolato and Unnava(2006)は、ブランド提携に置いて１つのパートナーのネガティブな 
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図 ５-6 ブランド提携における影響波及イメージ 
 
出所：Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009) 
 
図 ５-7 危機対応マネジメントイメージ 
 
出所：Kahuni and Rowley, and Binsardi(2009) 
 
行動が他方へ影響しやすい条件について調査し、2 つのタイプのネガティブな態度（不道
徳と無能力）の影響が大きいことが明らかにしている。 
事例としてあげたボーダフォン・マクラーレンメルセデス・フォーミュラ・ワンチーム
におけるスパイ事件の対応に、この結果を当てはめると、早期に事件を収束させた要因は、
企業ブランド提携
ボーダフォン・マクラーレン－メルセデス
ボーダフォン マクラーレン－メルセデス
悪いイメージイメージの波及
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穏健要素
ボーダフォン・グループ マクラーレン－メルセデス
ⅰ）沈黙
（公式コメント無し）
ⅱ）間接支援
広告キャンペーン
イギリス
（ハミルトン）
スペイン
（アロンソ）
ⅰ）危機の認識
ⅱ）取り調べを認める
ⅲ）注目を逸らせ、問題を一般化
他の主要スポンサー
ジョニー・ウォーカー
サンタンデール
メルセデス
ⅳ）危機拡散
スポンサーシップ延長
チームを全面支援
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マクラーレンチームの初期の道徳的な対応（事件に対する取り調べを認める）と、その後
の効果的な事件の一般化対応、拡散化と、ボーダフォンの迅速かつ効果的な広告キャンペ
ーンにある。道徳的な対応と高い能力の発揮により影響を最小限に抑えているといえる。 
また、Votolato and Unnava(2006)ではパートナー・ブランドからホスト・ブランドへ
ネガティブな影響が発生すると、ホスト・ブランドも等しく責め立てられる事象が発生す
ること、そして、代表者同士のアライアンスにおけるモラルの不備は、能力的な失敗より
もより有害であるのに対し、供給者同士の提携は逆の結果となることも明らかにしている。 
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おわりに 
 
 本稿の結びとして、各章の要点を振り返り本研究の目的、問題意識を改めて見つめ直し、
本研究にてどのような解決が得られたのか、逆にまた、どのような点で解決が得られなか
ったのか、もしくは不十分であったかを明らかにしたい。 
 まず冒頭において、ビジネスの世界においては、ブランド提携に対する注目が年々高ま
り、数多くの企業がブランド提携に取り組んでいることが、アカデミックの世界において
も同様に、これまでの企業間提携およびブランド研究の領域を超え新たにブランド提携と
いう視点で数多くの研究が行なわれてきていることを確認した。 
第 1章では、注目が増すブランド提携の定義を明らかにする作業から始まっている。ブ
ランド提携の定義は、多くの研究者が拠り所とする一般的といえる定義が存在するもの、
研究者の学問領域によりブランド提携をさす範囲、内容に差異が大きいこと、さらに呼称
すらも研究者間で違いがあることが明らかになっている。これはブランド提携の理論的基
盤が企業間提携研究を基盤とする考え方からも、マーケティング、とりわけブランド研究
を基盤とする考え方からもとらえることが可能であることに起因するものと考えられる。
そのため、ブランド提携の研究の全体像を俯瞰することが現状なされていない状況にある
点に問題意識を感じるところからスタートした。 
ブランド提携の全体像を明らかにするための切り口を、１）ブランド提携を通じ創造さ
れる価値、２）ブランド提携の成果に影響を及ぼす要因、３）ブランド提携により価値を
創造するためのマネジメントのあり方と定めた。 
第 2章では、主としてブランド提携を通じて創造される価値に焦点をあてている。ブラ
ンド提携の長所、短所という切り口で創造される価値を探求すると、企業間提携における
長所、短所とブランド研究理論を組み合わせた内容となっていることが明らかになった。
しかし、これをブランド提携が生み出す効果という切り口で整理すると、内容はブランド
理論におけるブランド拡張理論が完全に適応が可能であり、効果から生み出される消費者
の行動変化もブランド拡張理論の延長線上にあることが明らかになった。 
あわせて第 2 章では、実際にブランド提携の評価をブランド研究で用いられる BAV 測
定手法を用いブランドの 4つの要素（差別性、関連性、尊重、知識）に与える影響を文献
を通じ確認し、ブランド提携により創造される価値を明らかにした。 
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第 2章ではブランド提携により創造される価値の全体像は俯瞰することは一定程度達す
ることは出来たが、企業間提携理論およびブランド提携理論との詳細な突き合わせ、適応
度合いを確認するに至っていないため、ブランド提携の独自領域を明らかにすることが出
来なかった。この点は今後の課題として残る。 
ブランド提携を通じ生み出される価値の輪郭が見えてきたことを持ち、第 3章において
は生み出される価値に影響を及ぼす要因とその影響を実証的な研究を確認することでブラ
ンド提携による価値創造理論の探求を試みた。 
James(2006)の研究からは、評価の高いブランド同士の提携が必ずしもブランド価値を
高めず、それは選択する製品カテゴリーやブランド同士のフィット感が重要であることが
明らかになっているが、この結果も基盤とするところはブランド理論でありブランド提携
理論として確立することは難しいといえる。広告の及ぼす影響、ブランド提携数、提携対
象業界の研究いずれもブランド理論の拡張に過ぎずブランド提携独自の領域確立にいたっ
てはいない。しかし、ブランド提携に軸を置き影響要因を整理できたことは今後の研究に
つながるきっかけとなるものと考える。 
第 4章では、第 2章の創造される価値、第 3章の影響を及ぼす要因を統合し、業界の差
異に注目し実証的な研究を整理した。これまで様々な研究基盤を元に行なわれていたブラ
ンド提携研究にブランド提携を基盤として異なる業界研究を集約する試みは、過去に無い
切り口であったと考えるが、各研究の研究手法や評価手法が一定の範囲内に収まらないこ
とにより、いずれの業界においても共通する価値や影響要因を明らかにするには至らなか
った。 
第 5章はブランド提携を通じて価値を創造すためのマネジメントについて整理を行いブ
ランド提携マネジメントの独自領域の明らかにすることを試みた。ブランド提携意思決定
プロセスは、企業間提携を検討する際には考慮されることが少ないブランド・フィットお
よびプロダクト・フィットという要素を考慮し相乗効果があるかを十分に検討する必要が
あり、企業間提携研究にもブランド研究にも属さない独自の形が見えたといえる。しかし、
グローバル展開におけるマネジメント、ローカルマーケット参入のマネジメントは企業間
提携マネジメントモデルが色濃く影響していることから、ブランド提携マネジメントとし
て独自モデルとは言いがたい。同様にリスクマネジメントについては、ブランドマネジメ
ントモデルを踏襲していた。これは今回取り上げた研究が、スポンサーシップをテーマと
していたことにも起因するものと考えられる。 
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以上、本研究はこれまで各研究領域ごとに研究が展開されてきていたブランド提携研究
を、創造される価値、影響要因、マネジメントの観点から整理統合しブランド提携研究の
全体像を明らかにすることを試みてきた。ブランド提携を基軸にし各研究を整理したこと
には、これまでに無い試みであり、今後のブランド研究の発展の一助となる結果となった
が、いずれの切り口においても、企業間提携研究およびブランド研究から明らかになって
いる理論、フレームワークの要素が複雑に混在し、ブランド提携という独自領域確立の追
究は不完全に終わっている。これは研究を 3つの切り口から各章に区分したものの相互に
排他性が厳密に定められなかった事が要因として考えられる。また一方で、ブランド提携
の研究が、今回取り上げた各研究は比較的研究焦点が定められてたものの、それでも研究
対象範囲が横断的に広がっていたため、厳密に区分が難しかったことも一因として考えら
れる。 
 ブランド提携という概念は広く一般化しビジネスの世界でも積極的な取り組みがみられ
るが、未だ明確な理論が定まっていない。企業間提携、ブランドといったブランド提携に
強く影響を及ぼしている研究領域を深堀し関係性を追究した研究が必要になるといえる。 
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